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	 一　はじめに１
　2017年（平成29年）５月26日、民法の一部を改正する法律（平成29年法
律第44号）が成立し、同年の６月２日に公布、12月15日の閣議決定によっ
て2020年（令和２年）４月１日に施行されることになった。
　民法は、1896年（明治29年）の民法制定以来、約120年もの間、ほとん
ど改正されてこなかった２。そうした中で、今回、民法が改正されるに
至った理由としては、第１に、民法制定後からの約120年の間に、市民生
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１　本稿は、久留米大学法学部30周年記念の一環で開講された市民向けの公開講
座である「立法の時代の法と社会」のうち、筆者（在澤）が担当した回（2019
年５月23日）の講座（「民法改正－改正が日常生活に及ぼす影響について－」）
の際に用いた報告原稿および報告資料を加筆・修正したものである。この講座
では、個別論点に関する検証よりも民法およびその改正の概要の紹介が講義に
おける主題であったため、本稿も民法改正の概要の紹介に主眼を置いた構成に
なっており、個別論点の検証や改正作業の過程における議論等の詳細な検証は
直接の関心対象とはなっておらず、必要な限りで紹介、検証するに留まる。
２　民法については、抜本的改正はなかったが、部分的な改正は行われてきてい
る。時系列的に挙げると、例えば、根抵当権に関する規定の新設（1971年）、
成年後見制度の新設（1999年）、担保・執行法制の見直しによる改正（2003年）、
財産法部分（第１編および第２編）の条文表現の現代語化、保証制度の部分的
見直しによる改正（2004年）、法人制度改革による改正（2006年）である。た
だし、こうした改正以外は約120年もの間、制定当時のままであった。従来の
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活を取り巻く環境が、民法制定当時の社会的、経済的事情と比べて様々な
面（取引量の増大、取引内容の複雑化、高度化、通信手段や輸送手段の発
達、市場のグローバル化等）で大きく変化し、民法の契約等を中心とする
債権関係の規定が現代の我々の生活の実態にそぐわない状況が見受けられ
るようになった点が挙げられる。この点に対して、民法は市民生活におけ
る重要な法律であり、とりわけ契約に関する諸規定については、国民の日
常生活、経済活動に大きく関係するために早急な対応が必要とされた。
　第２に、民法が定める基本的なルールには、裁判実務による解釈や適用
を通して形成されてきた判例法理も含まれる。しかし、そうした基本的な
ルールに関し、裁判や取引実務では通用するとしても、条文からは読み取
りにくいものもあり、法律の専門家でない国民一般にとって分かりにくい
状態となっていた点が挙げられる。この点に対して、民法を国民一般に分
かりやすいものとするという観点から、実務で通用している基本的なルー
ルを適切に明文化し、現行の規定で分かりにくいところを明確にする必要
があるとされた３。
　このように、①社会の変化や経済の変化への対応を図るため、②民法を
国民一般に分かりやすいものとするため、2009年10月28日の法制審議会に
対する法務大臣からの諮問（諮問第88号）から正式に民法の改正作業が始
部分的な改正点について、法務省民事局参事官室「民法（債権関係）の改正に
関する中間的な論点整理の補足説明」（以後「中間的な論点整理の補足説明」
と略記）（2011年）・２頁以下、山田卓生「民法改正の必要性と必然性」・椿寿
夫＝新見育文＝平野裕之＝河野玄逸編『法律時報増刊　民法改正を考える』・
日本評論社・2008年・６頁（以下、「椿他」と略記）、中田裕康＝大村敦志＝道
垣内弘人＝沖野眞巳『講義　債権法改正』・商事法務（2017年）・３頁参照（以
下、「中田他」と略記）。
３　民法改正の理由等について、法務省のホームページにて公開されている「民
法の一部を改正する法律（債権法改正）について」（http://www.moj.go.jp/
MINJI/minji06_001070000.html）掲載の各資料の他に、松尾弘『民法改正を
読む－改正論から学ぶ新民法－』慶應義塾大学出版会（2012年）・２頁以下、
大村敦志『民法改正を考える』岩波書店（2011年）・51頁以下、内田貴『民法
改正－契約のルールが百年ぶりに変わるー』・ちくま書房（2011年）・114頁以
下、川井健「債権法改正のあり方について」椿他・前掲注（２）・８頁。中間
的な論点整理の補足説明・前掲注（２）・２頁参照。
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まった４。
　改正作業は、2009年11月から2015年２月にかけて法制審議会民法（債権
関係）部会において審議された。法制審議会民法（債権関係）部会での審
議は４段階で進められ、各段階における審議の内容が、「中間的論点整理」
（2011年４月）、「中間試案」（2013年２月）、「要綱仮案」（2014年８月）、「要
綱案」（2015年２月）としてまとめられた。その後、要綱案が「民法（債
権関係）の改正に関する要綱」となり（2015年２月24日）、2015年３月31
日に「民法の一部を改正する法律」の法案が内閣から国会に提出され、冒
頭に述べた2017年５月26日の法案成立に至った５。
　今回の民法改正によって、債権関係に関する規定（契約等）に関して、
従来の規定の理解や解釈が大きく変わる箇所も見受けられるため、今後、
社会や我々の日常生活に与える影響は非常に大きいと考えられる。そこ
で、本稿では、今回の約120年ぶりの民法の大改正について、多岐に渡る
改正点の中から、市民生活に影響を与えると考えられる点を取り上げ、そ
の改正点の概要について、従来の規定や解釈と比較しながら紹介する。加
えて、改正が市民生活に与える影響についても検討し、民法改正の概要、
市民生活への影響を検討した上で、今回の民法改正が意味することについ
て検証することを目的とする。なお、今回の民法改正では、2017年から
2018年にかけて３点の大幅な改正が行われている。それらは、「債権関係
に関する規定を中心とした改正」、「成人年齢の引き下げに関する改正」、
「相続法に関する改正」である。これら３点の改正のうち、本稿では、「債
４　 「諮問第八十八号　民事基本法典である民法のうち債権関係の規定につい
て、同法制定以来の社会・経済の変化への対応を図り、国民一般に分かりや
すいものとする等の観点から、国民の日常生活や経済活動にかかわりの深い
契約に関する規定を中心に見直しを行う必要があると思われるので、その要
綱を示されたい。」。諮問第88号について、法務省ホームページ「法制審議会
第160回会議（平成21年10月28日開催）」（http://www.moj.go.jp/shingi1/
shingi2_091028-1.html）参照。なお、法務大臣から法制審議会への諮問に先
立って、例えば「民法（債権法）改正検討委員会」による検討作業のように、
学者による民法改正に向けた検討作業のグループはいくつか存在していた。
５　審議過程について、松尾弘『債権法改正を読む－改正論から学ぶ新民法－』・
慶應義塾大学出版会（2017年）・７頁、中田他［中田裕康］・前掲注（２）・10
頁参照。
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権関係に関する規定を中心とした改正」が直接の関心対象となるため、改
正に関する各種の議論は「債権関係に関する規定を中心とした改正」につ
いて取り扱う６。ただし、「債権関係に関する規定を中心とした改正」も
また対象が広範囲であり、ここ10年、学者や実務家、各種業界において、
改正について多種多様に論じられてきたことも周知の通りである。そうし
た議論の視点や方法もまた多種多様であり、本稿でそうした点を網羅的に
６　 「成人年齢の引き下げに関する改正」、「相続法に関する改正」についてここ
で触れると、「成人年齢の引き下げに関する改正」（2018年６月13日成立、同年
６月20日公布、2022年＜令和４年＞４月１日施行）は、民法の成年年齢を20歳
から18歳に引き下げることを内容としている。この改正により、18歳以上は親
権者の同意がなくても様々な契約が締結できることになる。加えて、10年有効
パスポートの取得や国家資格に基づく職業（公認会計士や司法書士など）に就
くことが可能となる。また、この改正で女性の婚姻できる年齢が16歳から18歳
になったため、男女共に結婚できる年齢が18歳となる。ただし、飲酒年齢、喫
煙年齢、競馬等ができる年齢は従来通り20歳である。次に、「相続法に関する
改正」（2018年７月６日成立、同年７月13日公布、2019年＜令和元年＞７月１
日施行）は、①配偶者の居住権を保護するための方策、②遺産分割等に関する
見直し、③遺言制度に関する見直し、④遺留分制度に関する見直し、⑤相続の
効力等に関する見直し、⑥相続人以外の者の貢献を考慮するための方策、に基
づく改正を内容としている。この点については、例えば、①配偶者の居住権を
保護するための方策では、　相続開始時に被相続人の建物（居住建物）に配偶
者が無償で住んでいた場合、（１）配偶者が居住建物の遺産分割に関与すると
きは、居住建物の帰属が確定する日までの間（最低６か月間は保障）、②居住
建物が第三者に遺贈された場合や、配偶者が相続放棄をした場合には居住建物
の所有者から消滅請求を受けてから６か月以下の期間、居住建物を無償で使用
する権利である「配偶者短期居住権」が新設された。また、配偶者に、終身又
は一定期間、配偶者が相続開始時に居住していた被相続人所有の建物の使用を
認めることを内容とする法定の権利である「配偶者居住権」も新設された。他
に、③遺言制度に関する見直しでは、自筆証書遺言の方式が緩和され、自筆証
書遺言をする際に自筆証書に相続財産の全部又は一部の目録（財産目録）を添
付する場合、その目録を自書しなくてよいものとされた。ただし、遺言者は財
産目録の各頁に署名押印する必要はある。なお、「相続法に関する改正」の施
行時期は３段階に分かれており、原則的な施行期日は2019年７月１日であり、
自筆証書遺言の方式を緩和する方策（③）の施行期日は2019年１月13日、配偶
者居住権及び配偶者短期居住権の新設等（①）の施行期日は2020年４月１日で
ある。以上の改正については、法務省のホームページにその概要等が公開され
ており、「成人年齢の引き下げに関する改正」については、法務省ホームペー
ジ掲載の「民法の一部を改正する法律（成年年齢関係）について」（http://
www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00218.html）を参照。また、「相続法に関す
る改正」については、同様に法務省ホームページの「民法及び家事事件手続
法の一部を改正する法律について（相続法の改正）」（http://www.moj.go.jp/
MINJI/minji07_00222.html）を参照。　
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取り上げることは難しいのはいうまでもない。そのため本稿では、「民法
の一部を改正する法律」の法律案提出理由が、「社会経済情勢の変化に鑑
み、消滅時効の期間の統一化等の時効に関する規定の整備、法定利率を変
動させる規定の新設、保証人の保護を図るための保証債務に関する規定の
整備、定型約款に関する規定の新設等を行う必要がある。」とされ７、さら
に、法務省による民法改正の概要に関する資料でも列挙されている各事項、
すなわち、消滅時効、法定利率、保証人、定型約款を中心に検証していく。
その点で、民法改正の全体像の中では、直接の関心対象は限定的であり、
こうした検証でさえも従来の議論の素描に過ぎないとも考えられる。しか
し、令和２年（2020年）４月１日の施行が差し迫った現在における議論状況
を確認するためにも、本稿で検証していくことにする。
　以上のような観点から、本稿では以下で、多岐に渡る改正点の中から、
消滅時効、法定利率、保証人、定型約款を中心に取り上げ、これらの改
正の概要について本稿に関係する限りで概観する（二）。そして、これら
の改正について、我々の「市民生活」（一般人たる市民の日常生活に加え、
実務等も包含する）に影響を与えると考えられる点を取り上げ、従来の規
定や解釈と比較しながら検証する（三）。その上で、改正の概要、我々の
市民生活への影響の検討し、今回の民法改正が意味することが何かを検証
していくことにする（四）。
	 二　民法改正の概要
（一）　民法改正の背景
　民法は、①社会の変化や経済の変化への対応を図るため、②民法を国民
一般に分かりやすいものとするため、これら①、②の目的で改正された。
こうした改正の目的は、民法制定から約120年間ほとんど改正されなかっ
たこと、民法上の基本的ルールが国民一般にとってわかりにくい状態だっ
７　法律案提出の理由については、法務省ホームページ「民法の一部を改正する
法律案」（http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00175.html）中の「理由」
を参照した。
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たことに起因することは前述した通りであるが、以下、こうした改正の契
機となった諸事情や問題点を概観しよう。
　まず、民法（債権法）が120年近くにも渡り、抜本的改正がされてこな
かった理由については、第１に、改正作業の対象範囲の膨大さ、立法の際
の意見対立を調整する困難さ等から、改正作業に手をつけて来なかったと
いう要因もあろう。その上で、第２に、民法の普遍性、抽象度の高さから
改正されずに長続きした。第３に、特別法や判例によって民法は補完され
てきたために民法がそのままの形で維持されてきた。第４に、学説継受、
すなわち、ドイツの学説の我が国への大々的な輸入により、条文に書かれ
ていることが問題とならず、改正の必要もなかった。第５に、契約自由の
原則、取引慣行や信頼関係の重視といった観点から、民法の規定が取引実
務に支障をきたさなかった、といった点が挙げられる８。これらの理由か
ら民法は抜本的改正がされず、その結果、社会の変化や経済の変化と民法
を取り巻く現状との乖離といった民法改正の理由となる問題点が顕在化す
ることになった。そして、こうした民法改正の理由となる問題点は、一般
的に、民法の空洞化、民法の分かりにくさ、として説明され、民法の空洞
化や分かりにくさの解消のために改正作業が始まったといえる。
　ここで、問題点とされる民法の空洞化と民法の分かりにくさのうち、民
法の空洞化は、例えば企業間の取引や消費者取引では商行為法や消費者契
約法が適用され、雇用についても労働契約法が適用されるように、特別法
や特則によって多くのルールが民法典の外に形成されることで民法が適用
される場面が限定されると同時に、一般市民にとって一覧性に欠ける状態
が生じていることとされる。そこで、こうした空洞化を解消するために、
民法を実質化することが重要とされる９。
　次に、民法の分かりにくさについては、民法の抜本的改正がされてこな
かった理由が問題点の原因としてもまさしく妥当する。つまり、民法の持
８　森嶌昭夫「民法改正についてどう考えるか」・椿他・前掲注（２）・４頁、中田
他［中田裕康］・前掲注（２）・３頁以下、内田・前掲注（３）・89頁以下参照。
９　民法の空洞化について、内田貴「いまなぜ『債権法改正』か？（下）」NBL 
872号（2008年）78頁、中田他［中田裕康］・前掲注（２）・７頁参照。
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つ普遍性、抽象度の高さが「分かりにくさ」に通じ、特別法や判例による
そうした民法のわかりにくさの補完、学説継受、それらの事情から取引実
務に支障をきたさなかったといった要因の集積の結果、その分かりにくさ
が残り続けた10。そこで、こうした民法の「分かりにくさ」の解消に向け
て、国民への「分かりやすさ」について、文章が理解しやすいといった「文
字通りの」意味に加え、民法上に確立した判例ルールや異論のないルール
を明文化して民法の透明さを高めることとも捉えて、国民一般が読んでも
ある程度理解できる文章で、判例ルールを明文化する、不明確な条文を明
確化する、書かれていない前提や原理、定義を補うことが目指された11。
　さらに、日本の民法の国際競争力を高めるといった視点も債権法の改正
の背景として挙げられる。この点については、例えば、中国における契約
法の制定（1999年）、ドイツにおける債務法改正（2001年）、ベトナムにお
ける民法典制定（2005年）、カンボジアにおける民法典制定（2007年）の
ように、近年、世界各国で債権法（ないしは契約法）の改正や現代化の動
きがあった。また、ウィーン売買条約（CISG）（1980年成立、1988年発効）、
ユニドロワ国際商事契約原則（1994年版、2004年版、2010年版）、ヨーロッ
パ契約法原則（PECL）（第１部、第２部は1999年、第３部は2003年公刊）、
ヨーロッパ民法共通参照枠草案（DCFR）（2009年公刊）、ヨーロッパ共通
売買法草案（CESL）（2011年公表）のような、ヨーロッパにおける法統
一に向けたモデル契約法が起草されたように、国際的な契約法の統一化
10　また、民法のわかりにくさが残り続けた他の理由としては、民法制定の背景
に不平等条約の改正という目的があったことが挙げられる。この目的のため
に、民法は外国からの信頼が得られれば良く、国民にとってのわかりやすさは
二の次であったとされる。この点も含め、わかりにくさの理由について、中田
他［中田裕康］・前掲注（２）・６頁、内田・前掲注（３）・91頁以下参照。
11　法制審議会「民法（債権関係）部会資料６」（以下、「部会資料６」と略記。）・
２頁以下、内田・前掲注（３）・114頁、119頁以下、218頁参照。なお、判例ルー
ルの明文化については、中間的な論点整理の補足説明・前掲注（３）・２頁で
「裁判実務は、民法制定以来110年余りの間に、解釈・適用を通じて膨大な数の
判例法理を形成してきたが、その中には、条文からは必ずしも容易に読み取る
ことのできないものも少なくない。そこで、民法を国民一般に分かりやすいも
のとするという観点から，現在の規定では必ずしも明確でないところを判例法
理等を踏まえて明確化する必要がある。」と説明されている。
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の流れや試みが存在する12。こうした国際的な潮流の中、日本の民法が約
120年以上前のままであり、他国のルールとも異なる、さらに、人々に分
かりにくいならば、国際的な取引においては、準拠法が外国の法律になる
と考えられる。その場合、外国法の調査費用といったコストや、準拠法と
なる国の法律によっては想定外のリスクが生じるおそれがあり、そのリス
ク判断が難しくなると考えられる。そこで、取引において日本法が準拠法
として使用され、リスクが回避されるためには、日本の民法が、諸外国の
取引に関するルールと整合性があり、契約法の国際的な水準を示す公平な
内容であり、わかりやすい文章であることが必要となる13。こうした観点
から、日本の民法の国際競争力を高めることも債権法改正の背景とされて
いる。以上のような背景のもとで浮かび上がる各種の問題点を解消するた
めに民法改正は行われたが、続いて主要な改正点について具体的に見てい
こう。
（二）　民法改正の概要（主要な改正点）
　以下では、民法改正の目的である、①社会の変化や経済の変化への対応
を図り、②民法を国民一般に分かりやすいものとする、という観点から行
われた主要な改正点を見ていこう。その際、改正の内容は多岐に渡り、そ
の方法も多種であるため、概要や改正までの議論等は、本稿に関係する限
りで概観することをお断りする。
　まず、①社会の変化や経済の変化への対応を図る観点より、（１）消滅
時効、（２）法定利率、（３）保証、（４）定型約款、以上の（１）から（４）
12　なお、他にもオランダの民法典（1992年）やロシアの民法典（1995年施行）
等もある。この点含めて、国際的な契約法の統一化の流れや試みについて、中
田他［中田裕康］・前掲注（２）・８頁、内田・前掲注（３）・61頁以下、大村・
前掲注（３）・80頁以下参照。
13　内田・前掲注（３）・71頁以下、218頁以下、内田・前掲注（９）・78頁以下、
部会資料６・前掲注（11）・６頁以下参照。国際競争力を高める狙いについて、
内田法務省参与は、「今日の世界の契約法の水準を示すような公平な内容を持
ち、英語に訳しても明晰さを失わない文章で書かれた民法を持つことは、日本
企業と取引する海外の相手企業に対しても、取引においては日本法を準拠法と
して使用する大きな動機を与えます。」としている。この点について、内田・
前掲注（３）・219頁。
市民生活における民法改正の位置づけ（在澤） 37
に関する改正点について概観する。その後、②民法を国民一般に分かりや
すいものとする観点より、（５）意思無能力者の法律行為の効力、（６）債
権譲渡（将来債権の譲渡）、（７）賃借人の原状回復義務、敷金、以上の
（５）から（７）に関する改正点について概観する14。
　 （１）消滅時効に関する改正点について
　消滅時効に関する改正点として、債権の消滅時効の起算点と時効期間の
変更、職業別の短期消滅時効の廃止、時効の進行に関する規律の変更が挙
げられる。
　第１に、債権の消滅時効の起算点と時効期間の変更については、商事消
滅時効（５年）に関する商法522条が削除され、職業別の短期消滅時効も
廃止されるため、①債権者が権利を行使することができることを知った時
（主観的起算点）から５年間、または、②権利を行使することができる時
（客観的起算点）から10年間（改正後の166条第１項）に統一された。そし
て、不法行為の損害賠償請求権の消滅時効についても、被害者又はその法
定代理人が損害及び加害者を知った時から３年間行使しないとき、また
は、不法行為の時から20年間行使しないときに時効によって消滅するが、
ここにいう「20年」が消滅時効の期間と明文化された（改正後の724条）。
その上で、人の生命・身体の侵害による損害賠償請求権の時効期間につい
ても、不法行為が３年から５年、債務不履行については10年から20年に変
更された（改正後の167条、724条の２）15。
　第２に、職業別の短期消滅時効の廃止について、従来、例えば「飲食
料、宿泊料等」は１年、「弁護士等の報酬、売掛代金」等は２年、「医師、
14　この分類は、前掲注（３）の法務省の「民法の一部を改正する法律（債権法
改正）について」における、改正の概要を説明する資料、とりわけ「改正の概
要」と「Ｑ＆Ａ」における分類に基づいている。
15　潮見佳男『民法（債権関係）改正法の概要』・金融財政事情研究会（2017年）
36頁以下、債権法研究会編［石井教文］『詳説　改正債権法』（以下、「債権法
研究会」と略記）・金融財政事情研究会（2017年）・25頁以下、第一東京弁護士
会司法制度調査会編『新旧対照でわかる　改正債権法の逐条解説』（以下、「第
一東京弁護士会」と略記）・新日本法規（2017年）・29頁以下、371頁以下、中
田他［中田裕康］・前掲注（２）・26頁以下、松尾・前掲注（５）・９頁、49頁
以下参照。
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助産師の診療報酬」等は３年といったように、職業ごとに短期消滅時効が
規定されていた（改正前の170条から174条まで）。こうした短期消滅時効
の趣旨として、170条以下の債権は、頻繁に生じるものの額が少ない、加
えて、受取証書が交付されないことが多く、交付されたとしても長期間保
存されないのが通例である。そこで、短期の消滅時効を設けることで法律
関係を確定し、紛争の発生を防ぐ必要があるためとされる16。
　しかし、例えば改正前の170条では、医師、助産師や薬剤師が規定され、
172条では弁護士や公証人が規定されているものの、これらに近接する職
業（司法書士等）に適用があるのか不明確である。また、列挙されていな
い職業に適用がない場合、その時効期間は10年となるものの、こうした時
効期間の取扱いの違いに合理的な理由があるか疑問であるといった問題点
が指摘されていた。さらに、弁護士の職務に関して受け取った書類に関す
る責任については３年だが（改正前の171条）、弁護士の職務に関する債権
については２年であり（改正前の172条）、こうした違いに合理的な理由が
あるかも問題点とされていた。実務上も、どの債権がどの区分に属するか
をその都度判断する必要があって煩雑である、各事例で判断が容易でない
と指摘されていた。こうした状況に加えて、日本民法の母法国でも、近
時、時効制度が見直されており、ドイツでは2002年の民法改正で短期消滅
時効制度が廃止され、従来は30年とされていた原則的な時効期間が３年に
短縮された。同様に、フランスでも2008年に民事時効制度が抜本的に改正
されており、従来は30年とされていた原則的な時効期間を５年とし、商事
時効制度（時効期間は10年）が廃止された。そして短期消滅時効について
も、適用範囲が不明確であるといった理由から廃止された17。以上のよう
16　また、169条の定期給付債権についても、支払いを怠ることで延滞額が累積
しがちであり、支払いをしても受取証の保存を怠る等、証拠方法の保全が困難
なため、短期消滅時効を設けることで救済する必要があるとされる。こうした
短期消滅時効制度の趣旨について、法制審議会「民法（債権関係）部会資料14
－2」（以下、「部会資料14－2」と略記）・４頁参照。
17　起算点についても、ドイツでは債権者が請求権について認識する前に時効が
完成してしまうことを防止するため、それまで請求権発生時としていたが、債
権者の認識可能性を考慮する起算点に変更された。これに対して、フランスで
は、従来、起算点に関する規定がなかったが、改正によって、権利者が「権利
市民生活における民法改正の位置づけ（在澤） 39
の行使を可能とする事実を知り、また知るべきであった時」と明文化された。
この点も含め、ドイツおよびフランスの状況について、法務省民事局「民法
（債権関係）の改正に関する説明資料－主な改正事項－」（以下、「主な改正事
項」と略記）２頁以下、部会資料14－2・前掲注（16）・８頁以下参照。
18　法制審議会「民法（債権関係）部会資料14－1」（以下、「部会資料14－1」と
略記）・１頁、４頁、中田他［中田裕康］・前掲注（２）・27頁、松尾・前掲注
（４）・９頁、第一東京弁護士会・前掲注（15）・49頁、部会資料14－2・前掲注
（16）・５頁、19頁以下参照。
19　部会資料14－2・前掲注（16）・19頁以下、主な改正事項・前掲注（17）・１
頁以下、部会資料14－1・前掲注（18）・４頁参照。
20　潮見・前掲注（15）・37頁、なお、「時効の中断」という用語に対しては、本
文で述べたように、時効期間の進行が一時的に停止することを意味するという
誤解を招きやすいため、新しく改まるという意味で「時効期間の更新」という
な、債権によって時効期間が異なることで適用が複雑、煩雑であった点、
規定に必ずしも合理性がなかった点、国際的な流れ、加えて、債権の原則
的な時効期間について現状を維持した場合、多くの事例で時効期間が大幅
に長期化する結果となるため、短期消滅時効制度を廃止する場合、債権の
原則的な時効期間も短期化する必要があろうとされた結果、改正によって
170条から174条は削除された18。
　第３に、時効の進行に関する規律の変更については、従来、時効の進行
や完成を妨げる事由（時効障害事由）として、時効の「中断」と時効の「停
止」の二つの類型が規定されていた。しかし、時効の中断事由については、
例えば「請求」（改正前の147条第１号）の意味が明確とは言えず、訴えの
提起等の裁判手続をとることで時効の中断が生じた後、その取下げがあ
れば中断の効力が生じないとされる等、いたずらに複雑で分かりにくいと
いった問題点が指摘されていた。また、「中断」という用語についても、時
効期間の進行が一時的に停止し、中断事由が止んだ後は再び残りの部分が
進行するものと誤解されやすく適切でないとされた。さらに、短期消滅時
効制度を廃止し、原則的な時効期間の短期化する場合、権利者の保護のた
め、出来る限り容易に時効の進行を止めることができる手段を用意しておく
必要があるとされた19。その結果、改正によって、（従来の停止、中断の理
解を維持しつつも）「中断」が「更新」へ、「停止」が「完成猶予」へと変
更された。また、時効の更新事由と時効の完成猶予事由についても、障害
事由ごとに規定するのでなく、当事者間に生じる類型ごとに規定された20。
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　 （２）法定利率に関する改正点について
　法定利率については、従来、年５パーセントの固定金利であった（改正
前の404条）。それに対して、改正後は、契約の当事者間に利率の合意がな
い場合、利率をその利息が生じた「最初の時点の法定利率」とし（改正後
の404条第１項）、金利は年３パーセントであり（第２項）、３年を一期と
して、一期ごとにその金利を見直す変動金利へと変更された（第３項）。
　改正によって、利率が５パーセントから３パーセントに引き下げられた
点については、従来の年５パーセントの法定利率が、市場における近年の
非常に低い水準での金利の推移と比較して（約１パーセントから２パーセ
ント）、その乖離が著しいとの理由からである21。
　固定金利から変動金利への転換についても、利率を３パーセントに引き
下げた上で維持し、将来、金利が変動したときにその都度民法改正によっ
て法定利率を改定するという考えもあった。しかし、こうした考えについ
ては、適切な時点で法改正はされるべきとしても、その時期を逸する可能
性もある。それに対して、あらかじめ客観的な基準を策定して機械的に変
動する方が、社会全体としても予測可能性も高く、諸外国でも変動制が採
用されているといった理由から採用されず、変動制が採用された。さら
に、変動制にするとしても、市場金利の変動に応じて忠実に法定利率を変
動させる完全変動制か、法定利率の変動ルールのみを定め、債権に適用さ
れる利率は固定する自動変動型固定利率制（緩やかな変動制）かで議論が
あった。この点については、法定利率が市場金利の変動に応じて変動した
場合、事務的負担が大きい、判決実務や執行実務への影響も大きいといっ
た点で、緩やかな変動制が採用された22。
　緩やかな変動制に基づいて法定利率が一期ごとに変更される場合、各期
における法定利率は、「法定利率に変動があった期のうち直近のもの」（直
用語が充てられた。時効「中断」の語が「更新」に変更された点について、法
務省による「民法（債権関係）の改正に関する中間試案の補足説明」（以下、「中
間試案の補足説明」と略記）（2013年）80頁以下参照。
21　債権法研究会［中井康之］・前掲注（15）・57頁、中間試案の補足説明・前掲
注（20）・96頁参照。
22　債権法研究会［中井康之］・前掲注（15）・62頁、中間試案の補足説明・前掲
注（20）・97頁参照。
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近変動期）における基準割合と、当期における基準割合との差に相当する
割合（１パーセント未満の端数は切り捨て）を直近変動期における法定利
率に加算または減算した割合とする（第４項）23。また、第４項にいう「基
準割合」とは、各期の初日が属する年の６年前の年の１月から、前々年の
12月までの各月における短期貸付けの平均利率（当該各月において銀行
が新たに行った貸付けの利率の平均）の合計を60で除して計算した割合
（0.1％未満の端数は切り捨て）として法務大臣が告示するものである（５
項）。なお、「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に
関する法律」により、商事法定利率（年６パーセント）について規定した
商法514条は削除される。そのため、法定利率は民法上の年３パーセント
にまとめられる24。
　以上のような、改正による新たな法定利率に関しては、例えば、不当利得
における悪意の受益者が負担する利息にも適用される（704条・改正なし）。 
さらに、金銭債務の不履行があった場合の遅延損害金についても、当事者
間で約定利率を定めなかったときの利率は、「債務者が遅滞の責任を負った
最初の時点における法定利率によって定める」としている（改正後の419条
第１項）。加えて、改正後の民法では、中間利息の控除について規定を新設
し、「損害賠償の請求権が生じた時点における法定利率」によって利息相当
額を控除することを明文化する（改正後の417条の２第１項、722条第１項）25。
　なお、法定利率は基準時の利率で固定されるため、法定利率の基準時は
いつかが重要となる26。この点、利息の法定利率の基準時は、その利息が
生じた最初の時点である（改正後の404条第１項）27。次に、金銭債権の不
履行があった場合の遅延損害金の法定利率の基準時は、債務者が遅滞の責
23　基準割合の差については、１パーセント未満の端数が切り捨てられるため、基
準割合の差が１パーセント以上でない場合、法定利率は変動しないことになる。
24　第一東京弁護士会・前掲注（15）・57頁参照。
25　潮見・前掲注（15）・57頁参照。
26　法定利率に変動があった場合、債権は変動日の前後で利率が異なるため、変
動日がいつかも重要である。この点につき、第一東京弁護士会・前掲注（15）・
57頁以下参照。
27　利息が生じた最初の時点とは利息の発生する初日であり、通常、貸金の場合
は金銭交付の日である（改正後の589条２項）。債権法研究会［中井康之］・前
掲注（15）・62頁参照。
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任を負った最初の時点である（419条第１項）、さらに、不法行為に基づく
損害賠償の遅延損害金の法定利率の基準時は、遅延損害金は不法行為に
よって直ちに遅滞に陥るとされるため、不法行為時となる28。
　 （３）保証に関する改正点について
　保証に関しては、大きな変更点として、根保証に関するルールの対象を
個人根保証契約に広げて徹底すること（個人根保証に関する規定）、事業
のための債務について個人が保証人になるときは公正証書要件を課すこと
（公正証書による保証意思の確認に関する規定）、保証人に対する情報提供
のルールを設けたこと（情報提供に関する規定）等、新たなルールが設け
られている。
　第１に、個人根保証に関する規定については、従来から、貸金等債務の
根保証をした（保証人が法人でない）個人保証人の保護のために、極度額
の定めが根保証契約は無効であり（改正前の465条の２）、保証人が責任を
負うのは元本確定期日までの間に行われた貸金等に限定され、元本確定期
日までの期間を原則３年（最長５年）に制限されていた（465条の３）。ま
た、元本確定事由（特別事情による保証の終了）が規定され、元本確定期
日の到来前であっても、主たる債務者の死亡又は保証人の死亡、破産等が
発生した場合、その時点で元本は確定された（つまり、それ以前の貸金等
に限り責任を負う）（改正前の465条の４）。しかし、貸金等債務以外の債
務の根保証に規制がなかったため、貸金等債務以外の根保証契約（例え
ば、賃貸借や継続的売買取引の根保証）の場合に、想定外の多額の保証債
務（例えば、借家が借主の落ち度で焼失し、その損害額が保証人に請求さ
れる）や、主債務者の相続人の保証債務の履行を求められる（例えば、借
主の相続人が賃料の支払等をしない）といった問題があった29。
　そこで、改正によって、貸金等根保証契約だけでなく個人根保証契約全
般に従来の規定の適用を拡張させた。すなわち、個人根保証は、「主たる
28　潮見・前掲注（15）・74頁、債権法研究会［中井］・前掲注（15）・55頁参照。
29　主な改正事項・前掲注（17）・17頁以下参照。
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債務の元本、主たる債務に関する利息、違約金、損害賠償その他その債務
に従たる全てのもの及びその保証債務について約定された違約金又は損害
賠償の額」の全てを含めた「極度額」を限度とし、極度額を定めなければ
無効である（改正後の465条の２第１項、第２項）。さらに、極度額は書面
（民法446条２項）または電磁的記録（同条第３項）で定めなければ無効で
ある（改正後の465条の２第３項）。元本確定事由についても、保証人の財
産への強制執行または担保権実行、保証人についての破産手続き開始、主
たる債務者又は保証人の死亡の場合、元本が確定される（改正後の465条
の４第１項）。ただし、主たる債務者への財産への強制執行または担保権
の実行、主たる債務者の破産手続開始は貸金等債務保証以外の個人根保証
における元本確定事由ではなく、個人貸金等根保証に関してのみ妥当する
（改正後の465条の４第２項）30。
　第２に、公正証書による保証意思の確認に関する規定について、従来か
ら、保証は特に中小企業向けの融資の場合、主債務者の信用の補完や経営
の規律付けの観点から重要な役割を果たし、融資の際には、経営者はもち
ろん、経営者の親族や友人、従業員といった、情誼的な関係にある第三者
の個人保証が求められてきた。ただし、こうした情誼的な関係から保証人
となった者が、想定外の多額の保証債務の履行を求められ、生活の破綻に
追い込まれるといった問題が多かった31。そこで、改正によって、「事業
のために負担した貸金等債務を主たる債務とする保証契約」か、「主たる
債務の範囲に事業のために負担する貸金等債務が含まれる根保証契約」に
よって個人が保証人になる場合、保証契約の締結の日前１か月以内に公正
証書を作成し、公正証書に保証債務を履行する意思（保証意思）を表示し
なければ保証契約は無効である（改正後の465条の６第１項）。公正証書の
作成方法、証書への記載事項等は厳格に定められており、こうした公正証
書による保証意思の確認の理由は、個人の保証人による、事業に係る債務
30　中田他［沖野眞巳］・前掲注（２）・190頁以下、潮見・前掲注（15）・133頁
以下、主な改正事項・前掲注（17）・18頁参照。
31　日本弁護士連合会編『実務解説　改正債権法』・弘文堂（2017年）・235頁、
主な改正事項・前掲注（17）・20頁参照。
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についての保証の場合に、保証人の負担が重くなる可能性があるリスクに
ついて合理的に判断せず、情誼に流されて安易に保証契約を締結すること
を防ぐためである32。そのため、公正証書の作成が不要な場合として、主
たる債務者が法人である場合に、その理事、取締役、執行役、総株主の議
決権の過半数を有する者等、そして、それぞれに準ずる者、が挙げられる
（改正後の465条の２第１項、第２項）。また、主たる債務者が個人である
場合に、その共同事業者、主債務者が行う事業に現に従事している主たる
債務者の配偶者、が挙げられる（改正後の465条の２第３項）33
　第３に、情報提供に関する規定について、従来、主債務者が保証人に対
して、自らの財産状況等を説明する義務はなかった。加えて、債権者も保
証人に対して主債務者の財産状況等を説明する義務はなかった。そのた
め、保証人が主債務者の財産状況等を十分に把握していない事が多かっ
た34。そこで、改正によって、保証契約締結時の情報提供義務（改正後の
465条の10）、主たる債務の履行状況に関する情報の提供義務（改正後の
458条の２）、主たる債務者が期限の利益を喪失した場合における情報の提
供義務（改正後の458条の３）が規定された。
　契約締結時の情報提供義務については、主たる債務者が、「事業のため
に負担する債務を主たる債務とする保証」または「主たる債務の範囲に事
業のために負担する債務が含まれる根保証」について委託をする場合、「財
産及び収支の状況」、「主たる債務以外に負担している債務の有無並びにそ
の額及び履行状況」、「主たる債務の担保として他に提供し、又は提供しよ
うとするものがあるときは、その旨及びその内容」に関する情報を保証人
になる人（「委託を受けた者」）に対して提供する必要がある（改正後の
465条の10第１項）。主債務者が情報提供義務を履行せず、そのことについ
て債権者も悪意又は有過失である場合には、保証人は保証契約を取り消す
32　中田他［沖野眞巳］・前掲注（２）・194頁以下、潮見・前掲注（15）・139頁
以下参照。
33　中田他［沖野眞巳］・前掲注（２）・196頁以下、潮見・前掲注（15）・143頁
以下、第一東京弁護士会・前掲注（15）・153頁以下参照。
34　主な改正事項・前掲注（17）・24頁参照。
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ことができる（改正後の465条の10第２項）35。
　主たる債務の履行状況に関する情報の提供義務については、債権者が、
委託を受けた保証人に対して、遅滞なく「主たる債務の元本」と、「主た
る債務に関する利息、違約金、損害賠償その他その債務に従たる全てのも
のについての不履行の有無並びにこれらの残額及びそのうち弁済期が到来
しているものの額に関する情報」を提供する必要がある（改正後の民法
458条の２）36。
　主たる債務者が期限の利益を喪失した場合における情報の提供義務につ
いては、債権者が、主たる債務者が「期限の利益」を失ったことを知った
時から２か月以内に、個人保証、法人保証を問わず、保証人に通知する必
要がある（改正後の458条の３第１項）。通知をしなかった場合、債権者
は、期限の利益を喪失した時から通知をした時までの遅延損害金を保証人
に請求できない。ただし、仮に期限の利益を喪失せずとも生じていた遅延
損害金は除かれる（改正後の458条の３第２項）。こうした契約締結後の情
報提供義務については、保証人が主たる債務者が債務不履行に陥ったこと
を長期間にわたって知らぬままに放置した場合、保証人が請求を受ける時
点で遅延損害金が莫大となる可能性もある。そのため、遅延損害金がふく
れ上がる前に保証債務を履行できるよう、債権者に情報の提供を義務づけ
る趣旨である37。
　 （４）定型約款に関する改正点について
　約款は、大量の同種取引を迅速、効率的に行うための定型的な内容の取
引条項とされ、例えば、鉄道やバスの運送約款、電気やガスの供給約款、
保険約款、インターネット利用規約等、市民生活上、多くの場面で約款が
用いられているのは周知の通りである。ここで、契約の拘束力は当事者の
35　中田他［沖野眞巳］・前掲注（２）・199頁以下、潮見・前掲注（15）・146頁
以下参照。
36　松尾・前掲注（５）・114頁以下、中田他［沖野眞巳］・前掲注（２）・201頁
以下、潮見・前掲注（15）・125頁参照。
37　中田他［沖野眞巳］・前掲注（２）・201頁、潮見・前掲注（15）・126頁参照。
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合意に求められているため、契約当事者が契約の内容を認識しなければ契
約に拘束されず、契約内容を事後的に変更する場合にも、相手方の承諾を
求めることが必要であろう。しかし、約款を用いた取引の場合、通常、事
業者が作成した約款に記載された個別の条項について相手方は認識してお
らず、契約に関して相手方の承諾を個別に得ることも極めて煩雑であろ
う。しかも、民法上約款に関する規定はなく、約款を用いた取引に対応す
るときは解釈によるところ、その確立した解釈もないため、約款に関する
民事的なルールが明確ではなかった。そのため、ルールを明確にすべく、
改正によって定型約款について規定が新設された（改正後の548条の２か
ら548条の４）38。以下、条文ごとに概観しよう。
　第１に、改正後の548条の２において、「定型約款」とは、「特定の者が
不特定多数の者を相手方として行う取引であって、その内容の全部又は一
部が画一的であることがその双方にとって合理的もの」である「定型取引」
において、「契約の内容とすることを目的としてその特定の者により準備
された条項の総体」とされた（改正後の548条の２第１項柱書）。つまり、
定型約款と定義づけられるための解釈の処理としては、まず、①ある特定
の者が不特定多数の者を相手方として行う取引であるか否か、②取引の内
容の全部又は一部が画一的であることがその双方にとって合理的なものか
否かを判断する。具体的には、①については、「相手方の個性に着目せず
に行う取引」であれば該当し得る39。また、②については、「多数の相手
方に対して同一の内容で契約を締結することがビジネスモデルとして要請
される取引」であり、「相手方が定型条項の変更を求めずに契約を締結す
る（契約交渉が行われない）ことが取引通念に照らして合理的な」取引で
あれば該当し得る40。以上の①②に該当する取引を「定型取引」とした上
で、③定型取引において、契約の内容とすることを目的としてその特定の
38　以上の約款に関する説明について、主な改正事項・前掲注（17）・30頁、日
本弁護士連合会・前掲注（31）・354頁以下参照。
39　法制審議会「民法（債権関係）部会資料86－2」（以下、「部会資料86－2」と
略記）・１頁、潮見・前掲注（15）・225頁参照。
40　法制審議会「民法（債権関係）部会資料78－5」・15頁、潮見・前掲注（15）・
225頁参照。
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者により準備された条項の総体であるか否か、の３点を判断することにな
る。その結果、前述した鉄道やバスの運送約款、電気やガスの供給約款、
保険約款や電気やガスの供給約款、保険約款、インターネット利用規約等
は定型約款とされる。これに対して、例えば、一般的な事業者間取引で用
いられる一方当事者の準備した契約書のひな型や、労働契約に関するひな
形等は①に該当しないため定型約款ではないとされる41。
　次に、「定型取引を行うことの合意（定型取引合意）」をした者が、「定
型約款を契約の内容とする旨の合意」をしたとき、または、「定型約款を
準備した者（定型約款準備者）」が「あらかじめその定型約款を契約の内
容とする旨を相手方に表示」していたとき、定型約款の個別の条項につい
ても合意したとみなされる（「みなし合意」、改正後の548条の２第１項１
号、２号）。つまり、①定型取引（ある特定の者が不特定多数の者を相手
方として行う取引であって、その内容の全部又は一部が画一的であること
がその双方にとって合理的なもの）を行う合意（定型取引合意）があるか
否かを判断し、あった場合に、②定型約款を契約の内容とする旨の合意を
したか否か、または、③定型約款を準備した者が予めその定型約款を契約
の内容とする旨を相手方に表示していたか否かを判断し、合意をしていた
場合（②）、または、表示していた場合（③）は、定型約款の個別の条項
も契約内容となる（合意したとみなされる）。なお、③について、例えば、
鉄道、軌道、航空、バス等による旅客の運送にかかる取引や、高速道路の
通行に係る取引等は、取引相手へ「定型約款を契約の内容とする旨の表
示」が困難な取引だが、取引自体の公共性が高く、かつ、定型約款による
契約内容の補充の必要性が高いため、個別の業法（鉄道営業法18条ノ２、
軌道法27条ノ２、航空法134条ノ３等）によって、相手方への事前の表示
すら不要であり、定型約款によって契約内容が補充されることを「公表」
することで当事者が個別に条項について合意したものとみなしている42。
41　潮見・前掲注（15）・225頁以下、主な改正事項・前掲注（17）・31頁、日本弁
護士連合会・前掲注（31）・359頁、部会資料86－2・前掲注（39）・２頁参照。
42　潮見・前掲注（15）・227頁以下、日本弁護士連合会・前掲注（31）・361頁参
照。
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　しかし、条項が、「相手方の権利を制限し、又は相手方の義務を加重す
る条項」であり、信義則に反して相手方の利益を一方的に害する条項は、
合意しなかったものとみなされる（「みなし合意の適用除外規定」、改正後
の548条の２）。つまり、①相手方の権利を制限し、または、相手方の義務
を加重する条項であるか否か、②当該定型取引の態様及びその実情並びに
取引通念に照らして、民法１条２項に規定する基本原則に反して相手方の
利益を一方的に害する（信義則違反）と認められるか否かを判断し、①と
②に当てはまれば、その条項はそもそも契約に組み込まれない（契約内容
とならない）。そして、こうした条項の例としては、例えば売買契約にお
いて、本来の目的となっていた商品に加えて想定外の別の商品の購入を義
務付けるといった不当な（不意打ち的）抱合せ販売条項等が挙げられる43。
　第２に、改正後の548条の３において、定型約款準備者は、「定型取引合
意の前又は定型取引合意の後相当の期間内に相手方から請求があった場
合」には、「定型約款準備者が既に相手方に定型約款を記載した書面を交
付し、又はこれを記録した電磁的記録を提供していた」場合を除き、定型
約款の内容の開示義務を負う（改正548条の３第１項）。ただ、「定型約款
準備者が定型取引合意の前に」相手方からの開示請求を拒んだときは、「一
時的な通信障害が発生した場合その他正当な事由がある場合」を除き、定
型約款の個別の条項について合意したとはみなされない（改正548条の３
第２項）。すなわち、定型取引合意の前、または、定型取引後相当の期間
内に、相手方から請求があった場合に（のみ）、定型約款準備者は約款内
容の開示義務を負う。ただし、定型約款準備者が、定型取引合意の前に、
定型約款が書かれた書面を交付、または、定型約款が記録された電磁的記
録を提供していた場合、相手方は定型約款の内容を確認する機会を得たと
評価できるため44、開示義務を負わない。そして、定型約款準備者が、正
当な事由なく開示を拒んだ場合、定型約款の個別条項についても合意した
とはみなされず、当該約款は契約内容にならない。
43　潮見・前掲注（15）・229頁、主な改正事項・前掲注（17）・32頁以下参照。
44　潮見・前掲注（15）・230頁参照。 
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　第３に、長期にわたって継続する取引の場合、法令の変更や経済情勢、
経営環境の変化に応じて、定型約款の内容を事後的に変更する必要が生ず
ることがある45。そこで、改正後の548条の４において、「定型約款の変更
が、相手方の一般の利益に適合するとき」（548条の４第１項第１号）、ま
たは「定型約款の変更が、契約をした目的に反せず、かつ、変更の必要
性、変更後の内容の相当性、この条の規定により、定型約款の変更をする
ことがある旨の定めの有無及びその内容その他の変更に係る事情に照らし
て合理的なものであるとき」は、「変更後の定型約款の条項について合意
があったものとみなし」、契約内容を変更できる（548条の５第１項第２
号）。そして、定型約款の変更を行う場合、その効力発生時期を定め、か
つ、定型約款を変更する旨及び変更後の定型約款の内容並びにその効力発
生時期をインターネットの利用その他の適切な方法により周知しなければ
ならず（548条の４第２項）、効力発生時までにこうした周知を行わなけれ
ば、定型約款の変更は、その効力を生じない（548の４第３項）。つまり、
①定型約款の変更が、相手方の一般の利益に適合するか否か、②変更が契
約の目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の相当性、定型約
款の変更をすることがある旨の定めの有無及びその内容その他の変更に係
る事情に照らして合理的か否か、を判断し、適合する場合（①）、または、
合理的な場合（②）でなければ、当該約款は契約内容にならない46。
　以上、①社会の変化や経済の変化への対応を図る観点からの改正点を見
てきたが、引き続き、②民法を国民一般に分かりやすいものとする観点よ
り、（５）意思無能力者の法律行為の効力、（６）将来債権の譲渡、（７）
45　変更する必要が生じる例として、保険法の制定（平成20年）に伴う保険約款
の変更、犯罪による収益の移転防止に関する法律の改正（平成23年）に伴う預
金規定の変更、電気料金値上げによる電気供給約款の変更、クレジットカード
のポイント制度改定に関する約款の変更等が挙げられる。この点について、主
な改正事項・前掲注（17）・33頁参照。
46　なお、②のその他の変更に係る事情として、「相手方に与える不利益の内
容・程度、不利益の軽減措置の有無及びその内容等」を考慮することになる。
この点および548条の４の規定に関しては、潮見・前掲注（15）・224頁以下、
第一東京弁護士会・前掲注（15）・258頁以下参照。
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賃借人の原状回復義務、敷金、に関する改正点について本稿に関する限り
で概観する47。
　 （５）意思無能力者の法律行為の効力に関する改正点について
　意思能力は、「行為の結果を判断するに足るだけの精神能力」や「こと
の是非を理解し、その理解に従って行動する能力」とされる48。従来から、
意思能力を有しない者の法律行為は明文なくとも無効と捉えられてきた
（大審院明治38年５月11日判決・民録11輯706頁）49。意思能力については
「その法律行為をすることの意味を理解する能力」や「事理弁識能力」と
今回の改正において定義づける考え方もあった。ただ、改正で特に定義は
設けられず、解釈に委ねられている50。その上で、意思表示の際に意思無
能力であった場合、その法律行為は無効であるとの規定が新設され（改正
後の３条の２）、意思能力を有しなかった者は、「現に利益を受けている限
度」で原状回復義務を負う旨も明文化され、義務が軽減された（改正後の
121条の２第３項）。
　 （６）債権譲渡（将来債権の譲渡）に関する改正点について
　債権譲渡については、主要な変更点として、譲渡制限特約の効力の見直
し、将来債権の譲渡に関する改正が挙げられる。まず、債権譲渡につい
て、改正前は、債権が原則として譲渡可能としつつも（改正前の466条第
１項本文）、当事者が、「反対の意思を表示した場合」（譲渡制限特約）、譲
渡性は失われるとしていた（改正前の466条第２項）。そして、こうした譲
47　意思無能力者の法律行為の効力、将来債権の譲渡、賃借人の原状回復義務、
敷金、に関する改正点については、従来は明文がなかったが、国民に分かりや
すくするために明記したものとして本稿では取り上げられている。そのため、
ここでは従来の諸制度の概要や議論状況よりも新設された規定の紹介に主眼を
置いている。
48　意思能力の意味のうち、前者については、主な改正事項・前掲注（17）・34
頁。後者については、第一東京弁護士会・前掲注（15）・３頁による。
49　中間試案の補足説明・前掲注（20）・７頁参照。
50　松尾・前掲注（５）・25頁、潮見・前掲注（15）・２頁、中間試案の補足説明・
前掲注（20）・７頁以下参照。
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渡制限特約に反する債権譲渡は、譲渡制限特約を付した当事者だけでな
く、債権譲渡契約の当事者間でも無効とされた51。ただ、こうした譲渡制
限特約の効力については、弱い立場の債務者を保護する趣旨であるもの
の、近年は強い立場の債務者によって必ずしも合理的な必要がないにも関
わらず利用され、さらに、債権譲渡または債権譲渡担保で資金調達を行う
際の支障となっていた52。そこで、債権譲渡の安定性を確保するために、
改正によって譲渡制限特約に反する債権譲渡も有効とした（改正後の466
条第２項）。ただし、債務者は、譲渡制限特約について悪意または重過失
の「譲受人その他の第三者」に対し、「債務の履行を拒むことができ、か
つ、譲渡人に対する弁済その他の債務の消滅事由をもって当該第三者に対
抗」できる（改正後の466条第３項）53。
　次に、将来債権の譲渡について、改正前は、将来債権の譲渡についての
規定がなかったが、判例（最高裁平成11年１月29日第三小法廷判決・民集
53巻１号151頁）によっても認められていた。そこで、改正によって将来
債権の譲渡が認められ（改正後の466条の６第１項）、将来債権が譲渡され
た場合、債権が発生したときに譲受人が発生した債権を当然に取得する
（改正後の466条の６第２項）とした54。
51　ただし、譲渡制限特約を知らなかった善意の第三者には対抗できない（改正
前の466条２項但書）。ここで、条文上は「善意」だが、判例は善意・無重過失
とする。また、「譲渡制限特約」については「譲渡禁止特約」とも表現しうるが、
ここでは、法務省「民法の一部を改正する法律（債権法改正）について」にお
ける「債権譲渡」に関する説明にしたがって「譲渡制限特約」とする。なお、
改正前の議論について、松岡久和＝中田邦博編『新・コンメンタール民法（財
産法）』・日本評論社（2012年）・671頁、松尾・前掲注（５）・122頁以下参照。
52　法制審議会「民法（債権関係）部会資料9－1」・２頁、第一東京弁護士会・
前掲注（15）・158頁以下、主な改正事項・前掲注（17）・27頁以下、中間試案
の補足説明・前掲注（20）・236頁参照。
53　ただ、「第三者が相当の期間を定めて譲渡人への履行の催告」をしても、「債
務者が債務を履行をしない場合」、民法466条３項は適用されない（改正後の
466条４項）ため、譲受人その他の第三者は債務者に履行を求めることができ
る。なお、譲渡制限特約が付された債権が譲渡された場合、債務者は、金銭債
権の金額相当分の額を供託できる（改正後の466条の２）。
54　改正後の466条の６の２項についても、判例法理（最高裁平成13年11月23日
第一小法廷判決・民集55巻６号1056頁、最高裁平成19年２月15日第一小法廷判
決）を具現化している。将来債権の譲渡および判例法理について、松尾・前掲
注（５）・128頁、潮見・前掲注（15）・156頁参照。
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　 （７）賃借人の原状回復義務、敷金に関する改正点
　賃貸借の終了時における、賃借人の原状回復義務や敷金の返還について
は、まず、賃借人の原状回復義務について、従来は、使用貸借の規定を準
用（改正前の616条、598条）するのみであり、原状回復義務の内容が明確
ではなかった55。それに対して、改正によって、賃借人の原状回復義務が
明示された。すなわち、「賃借人は、賃借物を受け取った後にこれに生じた
損傷」について原状回復義務を負う、と規定され、判例法理（最高裁平成
17年12月16日第二小法廷判決・集民218号1239頁）に基づいて、賃借人は、
「通常の使用及び収益によって生じた賃借物の損耗」（通常損耗）と「賃借
物の経年変化」については原状回復義務を負わない、と規定された（改正
後の621条）。また、損傷が「賃借人の責めに帰することができない事由に
よる」場合も、賃借人は原状回復義務を負わない（改正後の621条但書）56。
　次に敷金について、従来、原状回復義務同様、敷金に関する規定はな
かったが、改正によって、敷金の定義、敷金に関する従来の判例・通説が
明文化された。そして、敷金は「いかなる名目によるかを問わず、賃料債
務その他の賃貸借に基づいて生ずる賃借人の賃貸人に対する金銭債務を担
保する目的で賃借人が賃貸人に交付する金銭」と定義された。また、判例
（最高裁昭和48年２月２日第二小法廷判決・民集27巻１号80頁）に基づき、
「賃貸借が終了し、かつ、賃貸物の返還を受けたとき」に敷金返還債務が
生ずると規定された（改正後の622条の２第１項第１号）。同様に、判例
（最高裁昭和53年12月22日第二小法廷判決・民集32巻９号1768頁）に基づ
き、「賃借人が適法に賃借権を譲り渡したとき」に敷金返還債務が生ずる
と規定された（改正後の622条の２第１項第２号）。さらに、賃貸人側から
のみ敷金による充当できる旨を規定する（改正後の622条の２第２項）57。
55　松尾・前掲注（５）・273頁、第一東京弁護士会・前掲注（15）・323頁参照。
56　潮見・前掲注（15）・305頁、主な改正事項・前掲注（17）・58頁、中間試案
の補足説明・前掲注（20）・464頁以下参照。
57　松尾・前掲注（５）・18頁、潮見・前掲注（15）・307頁以下、第一東京弁護
士会・前掲注（15）・325頁以下、主な改正事項・前掲注（17）・57頁、中間試
案の補足説明・前掲注（20）・457頁参照。
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	 三　民法改正の市民生活に与える影響について
　二において、①社会の変化や経済の変化への対応を図り、②民法を国民
一般に分かりやすいものとする、という観点から、多岐に渡る改正事項の
うち、（１）消滅時効、（２）法定利率、（３）保証、（４）定型約款、（５）
意思無能力者の法律行為の効力、（６）将来債権の譲渡、（７）賃借人の原
状回復義務、敷金に関する改正点についての議論状況を取り上げて概観し
た。以下では、こうした改正点が、我々の「市民生活」（日常生活や実務
等も包含する）に影響を与えると考えられる点について検証したい。影響
を与えると考えられる改正点はもちろん他にも数多く存在するが、本稿で
は、（１）消滅時効、（２）法定利率、（３）保証、（４）定型約款、を取り
上げて検証する。なお、（５）意思無能力者の法律行為の効力、（６）将
来債権の譲渡、（７）賃借人の原状回復義務、敷金については、明文化さ
れたことで市民生活に影響を与えることはいうまでもない。ただ、これら
は実務や解釈上従来から認められていたという理由から、市民生活への影
響の程度に焦点を当てた場合、（１）から（４）の改正点と比較すると必
ずしもその影響の程度が大きいとはいえないであろう。そこで、（５）から
（７）に関しては、以下、市民生活への影響についてはじめに概括的に述べ
ておこう。
　まず第１に、意思無能力者の法律行為の効力は、従来から解釈によって
無効とされてきたため、その限りでは改正の影響は少ないといえよう。し
かし、解釈に委ねられた「意思能力とは何か」の点について、例えば、「そ
の法律行為をすることの意味を理解する能力」や「事理弁識能力」のうち、
解釈によって「その法律行為をすることの意味を理解する能力」と捉えた
ときに、意思能力は各々の法律行為の内容に応じて判断されることで、各
事例で意思能力の程度が異なる可能性もある。そこで、いわゆる「意思能
力」はあるが、対象となる行為が複雑であったり、危険であったりした
場合、事例によっては意思能力がないとも判断される余地がある58。例え
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ば、インターネットに疎い人がインターネット上で取引をした場合等が、
解釈によって無効になる可能性がある点で市民生活にも影響を与えるおそ
れが出てくるともいえよう。第２に、債権譲渡に関する改正点に関して、
まず、譲渡制限特約に反する債権譲渡も有効となる点で、資金調達は容易
になると考えられる。ただし、従来の処理とは異なる取り扱いになるた
め、実務に影響があることはいうまでもない。また、将来債権の譲渡につ
いては、具体的な論点に関しては解釈によるため、さほど実務に影響はな
いといえるが59、明文化によって制度的な環境が整備されたため、資金調
達目的の将来債権譲渡が安全に行えるといえよう60。第３に、賃借人の原
状回復義務、敷金に関しては、原状回復義務の範囲や敷金返還義務の範囲
について従来は紛争が少なくなく、判例法理によって解決してきた。しか
し、判例法理を明文化したことで、市民生活における紛争解決の指針とし
て影響があろう61。では続いて、（１）消滅時効、（２）法定利率、（３）保証、 
（４）定型約款、の改正点に関して、市民生活への影響について見ていこう。
（１）消滅時効について
　消滅時効に関する改正点については、債権の消滅時効期間と時効の完成
猶予の点が、市民生活に影響を及ぼすと考えられる。まず、債権の消滅時
効期間については、前述の通り改正後の166条により、債権者が権利を行
使することができることを知った時（主観的起算点）から５年、権利を行
使することができる時（客観的起算点）から10年へと統一された。これに
対して、改正前の民法では職業ごとの短期消滅時効について、そもそも債
権の消滅時効の期間を原則10年としつつ、「飲食料、宿泊料」などは１年、
「弁護士などの報酬、売掛代金」などは２年、「医師、助産師の診療報酬」
58　中田他［大村敦志］・前掲注（２）・20頁以下、潮見・前掲注（15）・２頁参照。
59　日本弁護士連合会・前掲注（31）・267頁参照。 
60　制度的環境を整備して資金調達を支援することが、債権譲渡法制の政策目標
とされた。この点について、内田貴「民法（債権法）改正の中間試案について
―改正の背景と実務への影響―」日本不動産学会誌第27巻第２号（2013年）８
頁参照。
61　主な改正事項・前掲注（17）・57頁以下、日本弁護士連合会・前掲注（31）・
446頁参照。
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62　内田・前掲注（３）・154頁。なお、中間試案の補足説明・前掲注（20）・276
頁によれば、「債権の発生原因に応じて時効期間が変わる制度では個々の債権に
適用される時効期間が分かりにくい」といった理由から時効期間の統一が目指
されたため、債権管理が容易になることは改正の目的に適っているといえよう。
などは３年といった職業別の短期消滅時効が規定されている（改正前の
167条、170条から174条）。こうした短期消滅時効期間について、民法改正
との関係で捉えると、例えば、債権者が、従来は請求できなかった、１年
を経過した飲食費や宿泊費、２年を経過した弁護士報酬、３年を経過した
医療機関の診療費などを、５年が経過するまでは債務者に請求ができる。
　通常、日常生活において、こうした債権の債務者は一般人（すなわち、
飲食した人、宿泊した人、弁護士を依頼した人、診察を受けた人）であ
る。そして、債務者たる一般人にとっては、従来よりも時効期間が延長さ
れることになる。他方で、債権者にとっては、期間の延長の点の他、時効
期間が統一されることで、債権ごとに時効期間が異なることがないため、
従来よりも債権を区別する必要性が緩和され、債権の管理が効率的で容易
となろう62。ただし、債権者にとっては、期間が延長される結果、例えば
領収書など、証拠となる関係書類の保管期間は長くなる。
　次に、そもそも「中断」から「更新」、「停止」から「完成猶予」への用
語の変更が日常生活に影響があるといえるが、時効の完成猶予について考
えると、改正により、協議を行う旨の合意による時効の完成猶予の規定が
新設されている（改正後の151条）。この規定により、「権利についての協
議を行う旨の合意が書面でされたとき」は、「その合意があった時から１
年を経過した時」（改正後の151条第１項第１号）、「その合意において当事
者が協議を行う期間（１年に満たないものに限る。）を定めたときは、そ
の期間を経過した時（改正後の151条第１項第２号）、「当事者の一方から
相手方に対して協議の続行を拒絶する旨の通知が書面でされたときは、そ
の通知の時から６か月を経過した時」（改正後の151条第１項第３号）、の
いずれか早い時までの間は時効が完成しない。そのため、例えば、当事者
が権利関係について協議中に、時効の完成を阻止するためだけに訴訟を提
起する（改正後の147条第１項第１号により、「裁判上の請求」として時効
公開講座（論説）56
は完成しない）事態は回避されよう。その結果、当事者間で何かしらの紛
争が生じた場合に、裁判によることなく交渉でき、穏やかに紛争を解決で
きるといった利点が考えられよう63。
（２）法定利率について
　法定利率については、年５パーセントの固定制から３パーセントへ引き
下げられ、３年ごとにその金利を見直す変動制へと改正された（改正後の
404条）。ただし、法定利率は、当事者が約定利率をあらかじめ定めていな
い場合に適用される。これに対して、利息が付される契約や、金銭債務の
不履行があった場合の遅延損害金は、あらかじめ当事者間で約定利率を定
めることが通常であろう。
　そのため、法定利率が適用されるのは、例えば、契約に際して約定利率
や遅延損害金を定めていなかったが、代金の支払いや返済が遅れた場合、
不当利得における悪意の受益者が負担する利息や不法行為に基づく損害賠
償の遅延損害金の場合64、そして、商事法定利率の規定の削除によって商
取引の場合も含まれる。これらの場合には、従来と比べて利息の金額は減
少し、不法行為に基づく遅延損害金も金額が減少しよう。このように、法
定利率に関する規定の改正による法定利率の引き下げにしたがって、請求
金額は変わることになるため、改正が市民生活にも影響を与えると考えら
れる。加えて、市民生活に影響を与える点として、中間利息の控除（改正
後の417条の２、722条）が挙げられる。
　人の生命または身体の侵害についての損害賠償請求では、逸失利益（将
来において取得すべき利益）の損害賠償の額が問題となる。逸失利益は、
本来ならば将来に得られる収入の減少分を先に受け取ることになり、こう
した収入分から運用益（定期預金の利息等）が得られる。ただし、損害賠
63　協議を行う旨の合意による時効の完成猶予の規定（改正後の151条）に関す
る議論について、潮見・前掲注（15）・41頁以下、第一東京弁護士会・前掲注
（15）・35頁以下参照。
64　不当利得における悪意の受益者が負担する利息、不法行為に基づく損害賠償
の遅延損害金については、通常、当事者があらかじめ利率について合意してい
ないからである。
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償額の算定の際に運用益を含めた場合、損害賠償額が実際の額よりも多く
なる。そこで、現在価額を換算するために、将来得たであろう収入から運
用益たる中間利息の控除がなされる65。ここで、中間利息を控除するとき
の割合について、中間利息の控除割合についての判断が、各事案や裁判官
ごとに異なることを防ぎ、被害者相互間の公平の確保、損害額の予測可
能性につながるといった理由から66、民事法定利率によるというのが判例
（最高裁平成17年６月14日第三小法廷判決・民集59巻５号983頁）であった。
　改正後の民法では、こうした中間利息の控除について新設され、逸失利
益の算定の際は、債務不履行と不法行為の両方共に「損害賠償の請求権が
生じた時点における法定利率」によって利息相当額を控除することを明文
化した（改正後417条の２、722条）67。
　したがって、改正によって法定利率が引き下がる結果として、中間利息
の控除額が減るため逸失利益の金額は増えることになる。そして、前述の
ように、不法行為に基づく遅延損害金についても法定利率が適用され、遅
延損害金は引き下げにしたがって金額が減少する。そのため、人の生命ま
たは身体の侵害に関する損害賠償の賠償額の算定に際しては、中間利息の
控除と遅延損害金が関わることになるため、法定利率の改正が大きく影響
することになる。ここで、不法行為の場合の法定利率の基準時は不法行為
時となるため、侵害が生じた日が、法定利率が変動する日の前後によっ
て、変動日までに侵害が生じた場合は５パーセント、変動日以後に侵害が
生じた場合は３パーセントとなる68。
　この点について、交通事故に基づく逸失利益（と遅延損害金）を計算し
た場合、法務省によるデータによれば、22歳のサラリーマンが交通事故で
死亡した場合（稼働可能年数は67歳、生活費控除率は0.5と認定、基礎収
65　主な改正事項・前掲注（17）・15頁参照。
66　山野目章夫「逸失利益の中間控除」・松尾博憲＝山野目章夫『新債権法が重
要判例に与える影響』・金融財政事情研究会（2018年）・38頁以下参照。
67　また、例えば将来の介護費用など、将来において負担すべき費用についての
損害賠償の額を定める場合に中間利息を控除するときもときも、同様に、法定
利率によって計算される中間利息が控除される（改正後417条の２第２項）。潮
見・前掲注（15）・72頁。
68　債権法研究会［中井康之］・前掲注（15）・70頁。 
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入は、平成24年の賃金センサスの大卒男子の全年齢平均を採用、弁護士費
用は１割と認定、支払時まで事故時から２年と想定）、利率が５パーセン
トならば、逸失利益は約5760万円で遅延損害金は約925万円となり、損害
賠償額は慰謝料および弁護士費用を含めて約１億円となる。これに対し
て、利率が３パーセントならば、逸失利益は約7950万円で遅延損害金は約
700万円となり、損害賠償額は慰謝料および弁護士費用を含めて約１億円
2000万円となる69。また、日本損害保険協会のデータによれば、一家の支
柱であり被扶養者２人（生活費控除割合35％）の27歳男性が交通事故で死
亡した場合（全年齢平均賃金を月額415，400円、就労可能年数を40年と想
定）、利率が５パーセントならば、逸失利益は約5560万円となる。これに
対して、３パーセントならば、逸失利益は約7490万円となる70。
　以上のように、利率の２パーセントの違いで、約2000万から3000万円も
逸失利益や損害賠償額が異なることになる。交通事故が発生した日の違い
でこれほどの違いが生じる点でも、改正が市民生活にも影響を与えること
が伺えよう。さらに、利率の変動によって逸失利益や賠償金額が増加する
ため、今後、損害保険会社等は（事故が劇的に減少するといった事情がな
い限り）支払う保険金額も増加することが考えられよう。そうした事態へ
の対応のために保険料の改定等も検討されるであろう71。利率の変動が、
保険料の値上げという形で市民生活に影響を与えうるのである。
（３）保証に関する改正点
　保証に関しては、個人根保証に関する規定、公正証書による保証意思の
確認に関する規定、情報提供に関する規定が改正された。第１の個人根保
証に関する規定については、改正によって、個人根保証契約全般に従来の
規定の適用を拡張させた。そこで今後は、例えば、不動産の賃借人が賃貸
69　５パーセントの場合と３パーセントの場合とで、逸失利益と遅延損害金以外
では、慰謝料等は変わらないが、弁護士費用が利率３パーセントの場合に約
210万円増加している。この点について、主な改正事項・前掲注（17）・16頁。
70　日本損害保険協会「損害賠償額算定における中間利息控除について」５頁。
71　債権法研究会［中井康之］・前掲注（15）・71頁。 
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借契約に基づいて負担する債務の一切を個人が保証する保証契約、代理店
等を含めた取引先企業の代表者との間で損害賠償債務や取引債務等を保証
する保証契約、介護、医療等の施設への入居者の負う各種債務を保証する
保証契約といった貸金等債務以外の根保証の場合にも72、個人根保証に関
する規律が適用される。そのため、書面または電磁的記録で極度額を定め
る必要があり、極度額の定めがない個人根保証契約は無効となる。した
がって、従来と比較すれば、極度額を知ることで負担の程度が判断できる
点で、市民生活における個人保証のリスクが緩和されるといえる。ただ
し、個人根保証における「妥当な極度額」がどの程度かについて、今後、
具体的な取引ごとに諸事情を加味した上で検証、判断していくことが重要
であろう。
　また、元本確定事由の中で、主たる債務者への財産への強制執行または
担保権の実行、主たる債務者の破産手続開始は、貸金等債務保証以外の個
人根保証における元本確定事由ではない（改正後の465条の４第２項）。そ
のため、例えば、上記の不動産の賃借人が賃貸借契約に基づいて負担する
債務の一切を個人が保証する保証契約の場合に、主たる債務者である賃借
人が破産等をしたとしても、賃貸借契約は当然には終了とはならない。こ
の点、主たる債務者の経済状態が悪化している中で、なお個人保証人の負
担を強いることになるように映える。他方で、主たる債務者たる賃借人が
破産等しても、債権者たる賃貸人は賃貸借契約を解除することができず、
賃貸借契約が当然に終了することもない。そのため、賃貸人は賃借人に対
して目的物を賃貸し続ける必要があり、賃料債務も新たに生ずる。こうし
た場合に、主たる債務者の破産手続開を元本確定事由とすれば、保証人が
いることを見込んで賃貸借契約を締結した債権者に、保証人がないまま賃
貸借の継続を強いることになり、賃貸人の保護に欠けるともいえる73。今
回の改正は、個人保証人の保護の拡充が主たる目的である中、主たる債務
72　こうした貸金等債務以外の根保証の例について、主な改正事項・前掲注
（17）・19頁参照。
73　法制審議会「民法（債権関係）部会資料82－1」・19頁以下、潮見・前掲注
（15）・136頁以下、日本弁護士連合会・前掲注（31）・228頁以下参照。
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者への財産への強制執行または担保権の実行、主たる債務者の破産手続開
始の場合には、個人保証人に負担を強いる点よりも賃貸人の保護を優先し
ており74、この場面における賃貸人の保護の要請は高いと考えられている
といえよう。こうした点については、市民生活において、一般人たる市民
（個人保証人になる可能性のある者）への周知が、賃貸人の保護の必要性
の説明も含めて重要であろう。加えて、元本確定事由については、主たる
債務者又は保証人の死亡の場合、元本が確定される（改正後の465条の４
第１項）。従来、判例（大審院昭和９年１月30日判決・民集13巻103頁）上、
賃借人の債務の保証契約について、その相続性を肯定する。そこで、改正
後の処理によれば、賃借人が死亡した場合も元本は確定し、保証人は相続
開始後の賃料債務等に対する責任を負わないため、従来の立場が変更され
ている。つまり、元本確定の前後で相続する債務が変わり、賃料債務につ
いても、相続開始前に発生していたものは責任を負うことになるため、元
本確定前に発生した債務かどうか確定が重要となろう。やはり、こうした
点についても、市民社会において一般人も相続に直面する以上、周知する
必要があろう75。
　第２に、公正証書による保証意思の確認に関する規定について、個人の
保証人による事業に係る債務についての保証の場合に、保証人の負担が重
くなる可能性があるリスクについて合理的に判断せず、情誼に流されて安
易に保証契約を締結することを防ぐため、公正証書の作成が必要とされた。
74　この点、個人保証人に負担を強いることは不合理ではないとの判断について
は理解できる。ただ、（形としては）個人保証人に対して負担を強いることを
合理的とする点は、個人保証人に酷であり、明らかに経済状態が悪化している
主たる債務者に関しては、例えば、賃貸借契約を終了しうる構成の検討もよい
のではなかろうか。もっとも、賃借人の破産の場合、賃借権は破産財団に属す
る財産であり、換価のために譲渡される場合は賃借人の交替が起こるゆえ、契
約上の地位の移転に伴う担保の引継ぎの問題になるとされる。この点につい
て、中田他［沖野眞巳］・前掲注（２）・192頁参照。
75　なお、他の判例（最高裁昭和37年11月９日判決・民集11巻2270頁）では、期
間および極度額の定めのない根保証契約については、その相続を否定する。そ
のため、保証人が死亡した場合、元本が確定するため、その相続人は相続開始
後の賃料債務等に対する責任を負わない。これらの判例について、中田他［沖
野眞巳］・前掲注（２）・192頁、日本弁護士連合会・前掲注（31）・229頁参照。
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　保証人になろうとする者は保証意思を表示するため、自ら公証役場に出
向き、代理人による公正証書の作成も認められていない76。保証人になろ
うとする者は、公証人に対して、主債務の内容が法定された事項を口頭で
述べ、公証人はその内容を筆記し、保証人になろうとする者に読み聞か
せ、または、閲覧させる（改正後の465条の６第２項第１号、第２号）77。保
証人になろうとする者は、公証人が証書に記載した内容が正確なことを承
認して署名押印する（同条同項第３号）。公証人も、証書が法定の方式で作
られたものである旨を付記し、署名押印する（同条同項第４号）78。こうし
た公正証書作成の手続きの際、公証人は、保証人になろうとする者が、主
たる債務の具体的内容を認識しているか、また、保証契約を締結すれば自
らが保証債務を負担し、主たる債務が履行されない場合に自らが保証債務
を履行する必要があることを理解しているか、保証の範囲には主債務者の
元本のほか、利息、違約金、遅延損害金その他主たる債務に従たる全ての
ものが含まれることを理解しているか、といった点を検証し、保証契約の
リスクを十分理解し、相当の考慮をして保証契約を締結しようとしている
かを見極める。ここで、保証人になろうとする者が、主たる債務の具体的
な内容を理解しているか疑問がある場合、主たる債務の内容を確認するよ
うに促すようにし、その理解を確認する必要もある79。そして、保証人の
保証意思が確認できない場合、公証人は公正証書の作成を拒絶する必要が
ある80。
　このように、公正証書の作成方法は厳格である。そして、公証人による
76　主な改正事項・前掲注（17）・21頁以下、日本弁護士連合会・前掲注（31）・
239頁参照。
77　口がきけない者については、「通訳人の通訳による申述又は自署」による（改
正後の465条の７）。
78　公正証書の作成方法について、法務省民事局「民法の一部を改正する法律の
施行に伴う公証事務の取扱いについて（通達）」（以下、「通達」と略記）・４頁 
以下、主な改正事項・前掲注（17）・21頁以下、日本弁護士連合会・前掲注
（31）・239頁参照。
79　公証人の態様、留意点について、主な改正事項・前掲注（17）・21頁、通達・
前掲注（78）・５頁参照。
80　拒絶の根拠は、公証人法26条（「公証人ハ法令ニ違反シタル事項、無効ノ法
律行為及行為能力ノ制限ニ因リテ取消スコトヲ得ヘキ法律行為ニ付証書ヲ作成
スルコトヲ得ス」）による。
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保証人になろうとする者に対する、保証意思の検証によって、いわば「無
自覚な保証人」は少なくなると考えられよう。保証人になろうとする者に
対して保証人になるリスクについての自覚を強く促すことになる点で、改
正は非常に有意義であろう。ただし、公正証書の作成が不要な場合もあ
り、そうした場面で検討すべき点もあると考えられる。すなわち、公正証
書の作成が不要な場合として、主たる債務者が法人である場合に、その理
事、取締役、執行役、総株主の議決権の過半数を有する者等、そして、そ
れぞれに準ずる者（改正後の465条の２第１号、第２号）。また、主たる債
務者が個人である場合に、その共同事業者、主たる債務者が行う事業に現
に従事している主たる債務者の配偶者（同条第３号）が挙げられる。まず、
いかなる者が経営者や理事等に「準ずる者」といえるかは今後解釈による
と考えられるが、公正証書の作成が不要となる以上、その範囲の確定が重
要であろう81。さらに、配偶者が文字通り経営に携わる場合は、465条の９
の３号前段の「共同して事業を行うもの者」であろう。これに対して、３
号後段の「主たる債務者が行う事業に現に従事している主たる債務者の配
偶者」がいかなる者かも問題になろう82。この点について、ここでいう「配
偶者」とは、保証契約の締結時に個人事業主が行う事業に実際に従事して
いる法律上の配偶者であり、単に書類上事業に従事している者や、保証契
約の締結に際して一時的に従事した者は認められないとされる83。しかし、
こうした事情については、例えば中小事業者の場合は判然としないともい
える。加えて、「情誼に流されて」安易に保証契約を締結することを防ぐ
ために公正証書の作成が求められるという観点からは、配偶者こそ情誼に
流される可能性が高いといえよう。また、公正証書の作成の際には、公証
人によって保証意思が検証されるため、配偶者についても公正証書をとる
81　解釈については、例えば、監事や監査役等について、業務執行を行う、意思
決定に携わる主体か、支配力を有する主体化といった観点から判断されるとす
る。中田他［沖野眞巳］・前掲注（２）・196頁参照。
82　配偶者を取り巻く問題点について、中田他［沖野眞巳］・前掲注（２）・197
頁以下、潮見・前掲注（15）・144頁、日本弁護士連合会・前掲注（31）・239頁
参照。
83　主な改正事項・前掲注（17）・20頁参照。
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方が妥当といえる。そのため、適用除外となる配偶者は、「１号、２号、３
号前段に該当する者と実質的に同視されるべき者に限られる」とする見解
のように84、解釈によって個人保証の例外の範囲を限定すべきであろう。
　第３に、情報提供に関する規定については、改正によって、保証契約締
結時の情報提供義務（改正後の465条の10）、主たる債務の履行状況に関す
る情報の提供義務（改正後の458条の２）、主たる債務者が期限の利益を喪
失した場合における情報の提供義務（改正後の458条の３）が規定された。
情報提供義務が明確に認められることで、従来、保証人がしなかった、も
しくは、できなかった主債務者の財産状況等の把握が可能になる。その結
果、保証人が負うリスク（遅延損害金の増大等）の判断や回避点で、改正
は非常に有意義である。そして、各情報提供義務のうち、債務者が期限の
利益を喪失した場合における情報の提供義務については、個人の債権者で
あっても、主たる債務者が「期限の利益」を失ったことを知った時から２
か月以内に、保証人に通知する必要があり（改正後の458条の３第１項）。
通知をしなかった場合、債権者は、期限の利益を喪失した時から通知をし
た時までの遅延損害金を保証人に請求できない（同条第２項）。そのため、
例えば、個人で不動産を賃貸する場合には、注意深く契約について理解す
る必要があろう85。
（４）定型約款について
　定型約款に関する改正点が市民生活に与える影響については、まず、従
来は約款について民法に規定がなかった以上、民事的な新たなルールが確
立された点で、従来と比較して市民生活に影響があることはいうまでもな
い。消費者（顧客）たる一般人にとっては、ルールが確立されたことで安
84　潮見・前掲注（15）・144頁。
85　付言すれば、不動産の賃貸借に関しては、今まで見たように、賃借人が賃貸
借契約に基づいて負担する債務に関する個人保証への規律が新設されて保証人
の保護が重視される結果、保証人になろうとする者がいない場合や、保証意思
の検証の結果、保証意思が否定される場合も考えられよう。そこで、今後は家
賃保証会社を利用するケースが多くなる状況が考えられる。ただし、家賃保証
会社による審査もまた厳しくなるといえよう。
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心して取引に入れよう。その反面、定型約款に法的拘束力が生じる以上、
定型約款の内容や新たなルールについて確認、理解することが必要となろ
う。約款を準備する事業者にとっても、ルールの確立によって法的安定性
が確保された中で定型約款を用いた取引に従事できよう。ただし、定型約
款に関しては、各種の厳格な要件が定められており、約款の内容がこうし
た新たなルールに適合するように慎重に運用する必要がある。以下、新た
なルールごとに影響があると考えられる点をみていこう。
　第１に、改正によって確立された解釈が市民生活に影響を与えよう。ま
ず、「定型約款」の定義（改正後の548条の２第１項）については、解釈に
よって、当該約款が民法で規定する「定型約款」であるか否かが判断され
るため、取引に携わる当事者は、解釈ルール、基準についてしっかり理解
する必要があろう。「定型約款」といえるためには、①ある特定の者が不
特定多数の者を相手方として行う取引であるか否か、②取引の内容の全部
又は一部が画一的であることがその双方にとって合理的なものか否かを判
断するが、その際に①について、相手方の個性に着目せずに行う取引、②
について、多数の相手方に対して同一の内容で契約を締結することが要請
される取引であり、相手方が定型条項の変更を求めずに契約を締結する
（契約交渉が行われない）ことが取引通念に照らして合理的な取引と捉え
る。これら①と②に該当する取引を「定型取引」とした上で、③定型取引
において、契約の内容とすることを目的としてその特定の者により準備さ
れた条項の総体であるか否か、の３点を判断することになる。
　こうした処理方法は、条文から容易に導けるとは必ずしもいえない。加
えて、①、②、③の判断についてもその基準が明確に確立されておらず、
例えば①について、一定の事業者間取引は、不特定多数の者を相手方とす
る取引ではないとされる。しかし、一定の集団に属する者との間で行う取
引の場合に、直ちに不特定多数の者を相手方とする取引には該当しないと
するのでなく、相手方の個性に着目せずに行う取引であれば、不特定多数
の者を相手方とする取引に該当し得るとされる86。そのため、各事例を類
86　部会資料86－2・前掲注（39）・１頁参照。
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型化し、その判断基準を明確化していく必要があろう。さらに、解釈の結
果、民法に規定がある「定型約款」ではないとされた場合、定型約款では
ない「約款」は従来の約款と同様の取り扱いとなろう。そもそも約款に関
する民事的なルールを明確にすべく定型約款について規定が新設された経
緯からすれば、従来の「約款」に関するルールが明確とはいえない以上87、 
今後、定型約款ではない「約款」についても、改正前の議論や改正の際の
議論等も踏まえ、各事例を類型化し、処理方法について明確化していく必
要があろう88。
　こうした点については、その他の解釈方法、すなわち、定型約款が契約
内容とみなされる（「みなし合意」）ための要件（改正後の548条の２第１
項）に関する解釈、法的拘束力が否定される約款条項（改正後の548条の
２第２項）に関する解釈、さらに、個別に相手方と合意することなく定型
約款を変更できるための要件（改正後の548条の４）に関する解釈の場面
でも同様に妥当する。以下、解釈方法を再掲すると、定型約款が契約内容
とみなされるためには、①定型取引合意があるか否かを判断し、あった場
合に、②定型約款を契約の内容とする旨の合意をしたか否か、または、③
定型約款を準備した者が予めその定型約款を契約の内容とする旨を相手方
に表示していたか否かを判断し、合意をしていた場合（②）、または、表
示していた場合（③）は、定型約款の個別の条項も契約内容とみなされる。
続いて、法的拘束力が否定される約款条項（改正後の548条の２第２項）
についても、条項が、①相手方の権利を制限し、または、相手方の義務を
加重する条項であるか否か、②当該定型取引の態様及びその実情並びに取
引通念に照らして、民法１条２項に規定する基本原則に反して相手方の利
益を一方的に害する（信義則違反）と認められるか否か、を判断し①、②
に当てはまれば、その条項は契約内容とならない。さらに、個別に相手方
87　例えば、従来の約款の取り扱いについても、学説と企業実務で認識が一致し
ないとされる。中田他［大村敦志］・前掲注（２）・50頁以下参照。
88　定型約款とされる事例、定型約款とされない事例（従来の約款とされる事
例）等の各事例の類型化、判断基準の明確化は、今後の事例の集積と分析が重
要であろう。この点について、日本弁護士連合会・前掲注（31）・367頁。
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と合意することなく定型約款を変更できるための要件（改正後の548条の
４）のついては、①定型約款の変更が、相手方の一般の利益に適合するか
否か、②変更が契約の目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容
の相当性、定型約款の変更をすることがある旨の定めの有無及びその内容
その他の変更に係る事情に照らして合理的か否か、を判断し、適合する場
合（①）、または、合理的な場合（②）でなければ、当該約款は契約内容
にならない。以上のような処理手順についても、各事例を類型化し、解釈
の基準を明確化していく必要があろう。その上で、解釈の結果、該当しな
かった条項についても、改正前の議論や改正の際の議論等も踏まえ、各事
例を類型化し、処理方法について明確化していく必要があろう。
　第２に、今回の改正は、事業者のとるべき対応に影響を与えよう。もち
ろん約款の内容が新たなルールに適合するように、換言すれば、約款が定
型約款とされるように、約款について慎重に運用する必要があるのはもち
ろん、具体的には、定型約款の内容の開示義務（548条の３）や定型約款
の変更（548条の４）に関する規定との関係で重要となる。まず、改正後
の548条の３によって、定型約款準備者は、定型取引合意の前、または、
定型取引後相当の期間内に、相手方から請求があった場合、「相当な方法
による」約款内容の開示義務を負い89、正当な事由なく開示を拒んだ場合、
当該約款は契約内容にならない。ただし、定型約款準備者が、定型取引合
意の前に、定型約款が書かれた書面を交付、または、定型約款が記録され
た電磁的記録を提供していた場合、開示義務を負わない。そして、事業者 
はいかなる手段を、いかなる方法で用いれば、①開示義務を果たした、と
され、②開示義務を免れた、とされるか。まず②については、事業者とし
て「定型約款が書かれた書面、または、定型約款が記録された電磁的記録 
を提供」する必要があるが、例えば、書面やＣＤの交付、メールでのＰＤＦ
ファイルの送信、ウェブサイトでの表示等をした場合90、開示義務を免れ
89　定型取引の合意後に表示義務を怠った場合、定型約款準備者は、相手方に対
して損害賠償責任を負うことはいうまでもない。日本弁護士連合会・前掲注
（31）・368頁参照。
90　こうした例について、潮見・前掲注（15）・230頁、日本弁護士連合会・前掲
注（31）・368頁参照。
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るとも考えられよう。しかし、相手方がインターネットに疎い、インター
ネット環境がない等の事情も考えられるため、事業者は今後、きめ細やか
な配慮を加えた手段、方法を検討する必要があろう。これに対して、①に
ついては、②のような限定（書面の交付、または、電磁的記録の提供）は
ない。そのため、②の方法はもちろん、例えば、口頭で伝えるといった、
その他の方法も可能である。そこで、相手方の事情も加味した上で、①と
同様にきめ細やかな配慮を加えた手段、方法を検対すべきであろう。
　また、548条の２の第１項第２号によって、定型約款を準備した者が予
めその定型約款を契約の内容とする旨を相手方に表示していた場合は、定
型約款の個別の条項も契約内容とみなされる以上、事業者は事前に相手方
に対して、「定型約款を契約の内容とすること」を表示し、「定型約款の内
容を記載した書面等を相手方に交付する（その証拠も残す）」ことが重要
であろう91。加えて、公布する定型約款の内容には、548条の４第２項に
より、定型約款を変更することや、変更後の定型約款の内容、その効力発
生時期をインターネットの利用その他の適切な方法により周知する必要が
あるため、変更に関する条項も約款に加えるべきであろう。
　第３に、定型約款に関する経過措置が当事者に与える影響について見て
おこう。548条の２から548条の４の各規定は、改正法の施行日前に締結さ
れた定型取引にかかる契約についても適用される（改正附則33条１項本文）。
そのため、施行日前に締結された契約であっても、定型約款の要件に該当
する約款については、改正法が適用される。ただし、548条の２第２項の規
定（「みなし合意の適用除外規定」）については、改正前の法理において有
効とされた約款については適用されない（改正附則33条第１項但書）。また、
契約の当事者の一方が、反対の意思表示を書面又はその内容を記載した電
磁的記録を用いて行ったときは、施行日前に締結された定型約款にかかる
契約について、改正法は適用されない（改正附則33条第２項、第３項）。こ
の意思表示は、改正法の公布の日から施行日前までの間に為される必要が
あり（改正附則１条第２号）、契約または法律の規定により、解除権や解約
91　第一東京弁護士会・前掲注（15）・262頁参照。 
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権等を現に行使することができる者（契約関係から離脱可能な者）は、反
対の意思表示をすることができない（改正附則33条第２項、第３項）92
　そのため、事業者は、約款に改正法を適用したい場合、2020年３月31日
までに約款を改正法の要件に該当するように変更する必要があろう。これ
に対して、改正法を適用したくない場合、当事者が反対の意思表示をした
場合は、当該約款に改正法が適用されないため、事業者は改正法の公布日
（2018年４月１日）から、施行日前（2020年３月31日）までの間に反対の
意思表示を書面（その内容を記録した電磁的記録によってされた場合も含
む）で行う必要がある。もちろん相手方（消費者）が改正法を適用したく
ない場合も同様である。
	 四　結びに代えて　－改正が意味すること－
　本稿では、「民法の一部を改正する法律」の法律案提出理由および法務
省による民法改正の概要に関する資料でも列挙されている事項から、①社
会の変化や経済の変化への対応を図る観点より、（１）消滅時効、（２）法
定利率、（３）保証、（４）定型約款、以上の（１）から（４）に関する改
正点について概観および影響について若干の検証を加えた。また、②民法
を国民一般に分かりやすいものとする観点より、（５）意思無能力者の法
律行為の効力、（６）債権譲渡（将来債権の譲渡）、（７）賃借人の原状回
復義務、敷金、に関する規定の新設についても見てきた。限定的な場面の
概観、検証であるにせよ、これらの事項の検証を通して、市民生活へ与え
る影響は少なからずあることは伺えた。もちろん今回の改正は、上記の改
正点以外にも数多く存在し、形式的に用語を書き換えたものから、規定の
削除、規定の実質的な改変、規定の新設と方法も多種多様である。そこで
以下、上記の事項も含む改正全般から伺える、改正の意味することについ
て概括的とはなるが検証することで結びに代えたい。
　第１に、人についての捉え方に関する。上記の①、②の目的に基づいて
92　日本弁護士連合会・前掲注（31）・373頁参照。
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提示された事項は上記の通りだが93、こうした事項に限らず、今回の改正
全般と①、②の目的についてみると、とりわけ②との関係が問題となる。
前述したように（二（一））、特別法や判例によるわかりにくさの補完、学
説継受等の事情から取引実務に支障をきたさなかったといった要因の結
果、民法の分かりにくさが残り続けたが、こうした要因の根底には、法典
の名宛人は誰かという問題が関わるといえる94。
　従来から、民法典は一般市民にとっては甚だ不親切であり、プロのため
の法典とされていた。すなわち従来は、法典の名宛人が法律家と理解でき、
法律家が民法と国民との間を仲介する点で法律家の役割が重要とされたの
である95。これに対して、今回の改正においては、国民へのわかりやすさに
ついて、「文字通りの」わかりやすさの他、民法上に確立した判例ルールや
異論のないルールを明文化することも、わかりやすさを意味するとされた。
その点に関しては、改正において本稿でも対象とした、将来債権の譲渡や
敷金の他、例えば、併存的債務引受（改正後の470条）や免責的債務引受
（改正後の472条）の諸規定の新設等、判例法理等の確立されたルールが明
文化されており、民法典のわかりやすさに向けた取り組みは少なくとも従
来よりも前進したとはいえる。ただし、国民にとって理解できるかという
観点からは、やはり従来通り名宛人は法律家であり、民法の理解のために
は法律家による仲介が必要な形となっているといえよう。その上で、ここ
93　法務省によって提示された（１）消滅時効、（２）法定利率、（３）保証、（４）
定型約款、（５）意思無能力者の法律行為の効力、（６）債権譲渡（将来債権の
譲渡）、（７）賃借人の原状回復義務、敷金、について、広範囲にわたる改正点
の中から、これらの事項が例示列挙された点について、本稿においては検討対
象の範囲を画するものとして取り上げただけだが、市民生活における重要性の
他、はたしてこの例示が意味することが何かの探求も改正の意味を辿る上では
重要といえよう。なお、改正法案の提出理由書に例示された（１）消滅時効、
（２）法定利率、（３）保証、（４）定型約款については、大村教授は「もしか
すると立法当局は、最悪の場合には、この４項目のみを取り出し、その他の部
分を捨てて法改正を実現する心づもりであったのかもしれない。」と評してい
る。この点について、大村敦志「民法（債権法）改正の『契約・契約法』観」
民商法雑誌153巻１号（2017年）・58頁。
94　水津太郎「民法（債権法）改正の方針と民法典の体系」民商法雑誌153巻１
号（2017年）・12頁参照。
95　内田・前掲注（９）・76頁、水津・前掲注（94）・16頁以下。
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で対象とされる国民は、国民一般ではなく限定的であり、民法を理解する
ために法律家等の専門家から適切に学んでいるといった、熱意や意欲、真
剣さを有する人であるといえる96。今回の改正では、民法典における「人」
概念に関する議論、すなわち、民法上の「人」概念に、消費者や事業者概
念を取り入れる考えも民法改正の契機として存在した。そして、消費者や
事業者概念を「人」概念に取り込む側面を「人」概念の分節化、これに対
して、幅のある「人」概念を構成する側面を「人」概念の実質化、と捉え
たが、こうした分節化、実質化は今回の改正では実現しなかった97。しか
し改正によって、少なくとも「抽象的な市民」への理解が基礎づけ直され
たとも理解し得るといえよう。そこで、今回の改正では、意欲ある国民を、
法律家が仲介する形が見て取れよう。なお、国民をこのようにとらえる理
由は第２の点も含めて説明するため、ひとまず検証を続けることにする。
　第２に、今回の改正では、契約責任に関する点で、従来の伝統的な理論
から新たな契約理論への転換や新たな契約観の導入が見受けられるといえ
る。まず、伝統的な理論として、従来は、契約責任の問題を債権・債務の
問題として捉え、債権・債務を出発点とした上で、債務の履行・不履行に
ついて考えてきた。ここでは契約の拘束力が、契約から債権・債務が発生
するという意味で理解される。そして、契約責任の中心的効果である、履
行請求、損害賠償、解除について、債権・債務から履行請求は直接基礎づ
けられるが、損害賠償および解除は債権・債務を前提としつつも、過失責
任の原則によってその責任が基礎づけられるとされる98。こうした伝統的
な理解に対して、近年の新たな理論では、契約責任を論じる場合に問題に
ついて、債権・債務の発生原因たる契約に注目し、契約を出発点とした上
で、履行請求、損害賠償、解除についても、契約の拘束力によって正当化
96　大村・前掲注（93）・158頁、水津・前掲注（94）・18頁。 
97　 「人」概念について、内田・前掲注（９）・73頁以下、「人」概念の分節化お
よび実質化について、吉田克己「民法（債権法）改正と『人』概念の再定義」
民商法雑誌153巻１号（2017年）・33頁以下参照。
98　山本敬三「契約の拘束力と契約責任論の展開」・ジュリスト1318号（2006年）・
88頁以下、長坂純「改正民法における『契約の尊重（favor contractus）』・法
律論叢139頁以下、大村・前掲注（93）・160頁参照。
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の根拠が基礎づけられる。すなわち、例えば債務者が債務不履行責任を負
う場合、その理由は、過失責任の原則から導かれるのではなく、自ら契約
によって特定の行為をすると約束した以上、履行しないときにも責任を負
うことまでを約束したと捉えるのである。そこでは、責任の根拠が、契約
をしたことであり、契約したにも関わらず約束した債務を履行しないこ
と、に求められることになる99。そのため、当事者は契約で何を約束した
か、換言すれば、いかなる契約内容であったかが重要であり、契約内容を
確定するに際しては、基本原則として当事者の合意が基礎とされる。そこ
で、契約当事者は合意したことに拘束されるし、合意していないことには
（法定の義務は除いて）拘束されないことになる100。また解除についても、
新たな契約理論では、解除を債務者に責任を課す制度でなく、契約の利益
を失った当事者に契約の拘束力から離脱することを認める制度と捉える。
そこで、伝統的理論によれば、債務者に責任を課す制度と捉える以上、契
約の解除の要件として、債務者の帰責事由が必要とされる。しかし、新た
な契約理論では、契約の利益がもはや望めない場合まで契約の拘束力を認
める意味はなく、解除を契約の拘束力が認められない範囲を画する手段と
捉えることになる。その場合、契約の拘束力からの解放が正当化されるた
めの要件としては、解除によって不利益を被る債務者との利害調整を「重
大な不履行」等で考慮すべきとされ、債務者の帰責事由は不要とされる
（なお、こうした考え方は以下に見る国際的な潮流にもかなっている）101。
　続いて、新たな契約観の導入については、近年の「契約の尊重（favor 
contractus）」と呼ばれる考え方が挙げられる。これは、契約の成立やそ
99　内田他「特別座談会　債権法の改正に向けて（上）－民法改正委員会の議論
の原状」・ジュリスト1307号120頁以下、潮見佳男「総論－契約責任の原状と課
題」・ジュリスト1318号（2006年）・81頁以下、山本・前掲注（98）・91頁以下
参照
100 内田他・前掲注（99）・120頁参照。長坂・前掲注（98）・139頁。ここでいう
「契約の拘束力」が「pacta sunt servanda（合意は守られねばならない）」と
いう原則を具現化するものとされる。この点について、長坂・前掲注（98）・
141頁。
101 解除について、中間試案の補足説明・前掲注（20）・136頁、山本・前掲注
（98）・94頁以下参照
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の有効性、効力、解除等が問題となる場面で、可能な限り契約を維持、確
保する考え方である。この考え方はユニドロワ国際商事契約原則の基本理
念の一つとされ、その他、ウィーン売買条約（CISG）やヨーロッパ契約
法原則（PECL）等の国際的な契約法の統一化の流れや試みにも影響を与
えているとされる102。こうした影響の一例を以下挙げていくと、この考え
方によれば、契約の成立要件や有効要件が緩和される。すなわち、契約は
申込みと承諾の内容が完全に一致しなければ契約は成立しない（mirror 
image rule）が、こうした考えを修正し、例えば、申込みに対する承諾に
付加的な条項や申込みと異なる条項が含まれる場合であっても、申込み内
容の実質的変更でない場合、申込者が遅滞なく異議を述べない限り契約の
成立が認められるとされる（CISG19条第２項、PICC2.1.11条第２項等）。
また、契約の締結時に当事者が代金を定めない、または、代金の決定方法
について規定していない場合や、ある条項の内容を意図的に将来の交渉に
よる合意または第三者の決定に委ねた場合にも、当事者が反対の意思を表
明しないときや契約を締結する意思を有するときは契約が有効とされる
（CISG19条第２項、PICC2.1.14条第１項）。さらに、諾成契約が原則であ
り（CISG11条、PICC3.1.2条）、原始的不能な契約も有効とされる（CISG79
条、PICC3.1.3条等）。次に、解除について、解除は不履行に対する最終的
な救済手段となる。そこで、契約当事者に不履行があっても、それが重大
な契約違反または不履行に当たらない限り、相手方は契約を解除できない
（CISG49条１項［ａ］、PICC7.3.1条等）。当事者は解除が認められない限
り債務を負担するため、危険負担制度は廃棄される。また例えば、契約書
類の不備や目的物の瑕疵といった契約不適合があった場合、買主には追完
請求権が認められるが、売主にも追完権が認められ、追完によって解除を
免れることができるとされる（CISG34条・37条・48条、PICC7.1.4条）103。
102　「契約の尊重（favor contractus）」については、円谷峻「ファヴォール・
コントラクトス（契約の尊重）」・『好美清光先生古稀記念論文集　現代契約法
の展開』・経済法令研究会（2000年）３頁以下、中田裕康「債権法における合
意の意義」新世代法政策学研究８号（2010年）・３頁以下、松尾・前掲注（３）
11頁、長坂・前掲注（98）・127頁以下参照。
103 以上の例について、松尾・前掲注（３）・11頁以下、長坂・前掲注（98）・
130頁以下参照。
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　ここまで見た新たな契約理論や新たな契約観の観点から改正点に目を向
けると、確かに、契約の拘束力が重視されている、あるいは、契約の尊重
の思想が具体化されているように映える規定が確認できよう。例えば、契
約成立時に債務の履行が不能の場合（原始的不能）でも、債権者は「その
履行の不能によって生じた損害の賠償を請求すること」ができる（412条
の２第２項）。従来は、原始的不能の契約は無効であるが、過失によって
契約を締結した者は相手方に対して、契約を有効に成立したと信じたこと
による信頼利益の賠償責任を負う（契約締結上の過失）とされた。なお、
不能についても、従来は前述の原始的不能と後発的不能に分けて捉え、後
発的不能の場合、債務者に帰責事由があれば債務不履行の問題、帰責事由
がない場合は危険負担の問題とされてきた。しかし、改正法によれば、原
始的不能の契約であっても、それだけで契約が無効になるわけではなく、
賠償についても履行利益にまで及ぶことになる104。こうした理解は、新た
な契約理論にいう契約の拘束力が重視されることを意味し、原始的不能
や後発的不能を区別することなく、原始的不能の契約であっても債務者が
債務の履行を約束したのならば、その約束に拘束されて契約は有効だと捉
えることにつながるといえよう。加えて、この理解は、近時の国際的な
契約法の統一化の流れや試みの中で、原始的不能な契約も有効とされる
（CISG79条、PICC3.1.3条等）こととも調和する。こうした国際的潮流で
は、契約で引き受けた債務が履行されなければ賠償責任は免れないのを原
則とし、それが契約の想定外の事態等が原因で生じた場合には例外として
免責が認められるとされている105。
　次に解除についても、改正前の民法では、543条但書で「債務者の責め
に帰することができない事由」で履行不能となった場合は解除できないと
規定する。そして、伝統的な理論では、債務者の責めに帰すべき事由（帰
責事由）について、改正前の541条および542条には明文がないものの、帰
責事由が必要と解されていた。しかし、改正後は債務者の帰責事由は不要
104 中田他［道垣内弘人］・前掲注（２）・60頁以下、松尾・前掲注（５）・３頁、
日本弁護士連合会・前掲注（31）・103頁、長坂・前掲注（98）・142頁参照
105 長坂・前掲注（98）・139頁参照
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とされるに至っている。このような理解は、前述のように解除を契約の拘
束力から離脱することを認める制度と捉え、債務者の帰責事由は不要と捉
える新たな契約理論や国際的な潮流に調和する。加えて、例えば債権者が
相当期間を定めて債務者に催告し、その相当期間が経過した時点であって
も、その時点における債務不履行が「契約及び取引上の社会通念に照らし
て軽微」な場合、債権者は契約を解除できない（改正後の541条但書）106。
このような理解からも、契約の拘束力を重視する傾向や、可能な限り契約
を維持、確保する考え方が伺えよう。
　こうした原始的不能や解除の他に、危険負担についても、改正前の536
条は、債権者の反対給付債務を消滅させる制度であったところ、改正に
よって危険負担制度が、債権者に反対債務の履行拒絶権を付与するものと
基礎づけ直されている（改正後の536条）。ここでも、契約が維持、確保さ
れることが前提とされているといえよう。加えて、従来は売買や請負にお
いて、目的物が特定物であって、その目的物に欠陥や不具合（瑕疵）が
あった場合に瑕疵担保責任の規定（改正前の570条等）が適用された。し
かし、改正によって、瑕疵疵担保責任は廃止され、売主や請負人の買主や
注文者に対する責任を「契約不適合責任」と捉え、売買や請負の目的物
が「種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの」である場
合、債権者（買主や注文者）は債務者（売主や請負人）に対して、「目的
物の修補、代替物の引渡又は不足分の引渡しによる」履行の追完請求（改
正後の562条）、代金減額請求（改正後の563条）、損害賠償請求と解除（改
正後の564条）が認められる。そして、追完請求と代金減額請求、解除は
債務者の帰責事由が不要である。ただ、目的物が引き渡された後に「当事
者双方の責めに帰することができない事由」で滅失、損傷した場合は追完
請求、代金減額請求、損害賠償請求、解除はできないとされる（改正後の
106 解除について、中間試案の補足説明・前掲注（20）・135頁、日本弁護士連合
会・前掲注（31）・123頁以下参照。なお、軽微な場合に解除できない点につい
ては、従来の判例法理（最高裁昭和36年11月21日判決・民集15巻10号2507頁）
を明文化したものである。そのため、新たな契約理論や国際的な潮流から直接
にこうした考え方が規定されるに至ったとはいえない。しかし、規定に至る一
因であったとは考えられよう。
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567条第１項）107。こうした理解も、やはり契約の拘束力を重視し、かつ、
可能な限り契約を維持、確保する考え方が伺えよう。
　以上、新たな契約理論や新たな契約観の観点から改正点を見てきたが、
広範囲にわたる改正点の中から数点のみを対象としたに過ぎない。そのた
め、もちろん改正によって民法全般が新たな契約理論や新たな契約観に基
礎づけ直されたと捉えることはできない。ただし、そうした理念が所々に
見受けられるように映える点で、少なくとも、従来の理解に変化が加えら
れたことは事実である。そのため今後は、従来よりも契約の拘束力（すな
わち契約内容）が重視され、契約もまた可能な限り維持、確保される傾向
は強くなっていくと考えられる。そうした中で、改正の影響について自
ら（法律家の手も借りつつ）理解し、いわば契約に注意深く臨み、契約内
容をしっかりと探求し、慎重に向き合っていく人が契約ルールに守られる
ことになろう。その点で、「人」の捉え方も、「人」概念の分節化や実質化
といった捉え方には該当しないとしても、「意欲ある」国民と基礎づけ直
されることになろう。こうした理解が妥当かどうか、従来の理解からはた
してどう変化したかについては、民法に関する今後の議論の集積をもとに
検討する必要があることはいうまでもない。新たな民法に関する検証は始
まったばかりである。
107 危険負担および瑕疵担保責任を取り巻く議論について、松尾・前掲注（５）・
315頁以下、日本弁護士連合会・前掲注（31）・138頁以下、385頁以下参照。
